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資料   
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事業者団体における積極的支援の価格  

特定健診等を実施するための集合契約について  

受診券・利用券  

保険者から国への実績報告の様式  

健診データファイルのイメージ  

受診者への健診結果通知様式   



標準的な健診・保健指導プログラム  

概 要   



必須項目  

○質問票（服薬歴、喫煙歴 等）  
○身体計測（身長、体重、BMl、腹囲）  

○理学的検査（身体診察）  

○血圧測定  

○血液検査  
・脂質検査（中性脂肪、HDLコレステロール、LDLコレステロqル）  

1血糖検査（空腹時血糖又はHbAIc）  

・肝機能検査（GOT、GPT、γ－GTP）  
○検尿（尿糖、尿蛋白）  
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保健指導対象者の選定と階層化（その1）  

○ 内臓脂肪蓄積に着目してリスクを判定  

・腹囲 M≧85cm、F≧90cm  →（1）  

■腹囲 M＜85cm、F＜90cm かつ BMI≧25  →（2）  

①血糖a空腹時血糖100mg／d似上又はbHbAIcの場合5．2％以上又はc薬剤治療を受けている場合（質問票より）  
②脂質a中性脂肪150mg／d似上又はbHDLコレステロール40mg／d慄満又はc薬剤治療を受けている場合（質問票より）  

③血圧a収縮期血圧130mmHg以上又はb拡張期血圧85mmHg以上又はc薬剤治療を受けている場合（質問票より）  〔  

［④質問票 喫煙歴あり（①から③のリスクが1つ以上の場合にのみカウント）  

ステップ3  ○ステップ1、2から保健指導対象者をグループ分け  

①～④のリスクのうち  

追加リスクが  

（1）の場合  

積極的支援レベル  

動機づけ支援レベル  

情報提供レベル   

積極的支援レベル  

動機づけ支援レベル  

情報提供レベル  

2以上の対象者は  

1の対象者は  

0の対象者は   

3以上の対象者は  

1又は2の対象者は  

0の対象者は  

とする。  
①～④のリスクのうち  

追加リスクが  

（2）の場合  

とする。  

2   第6回保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会  



○服薬中の者については、医療保険者による特定保健指導   
の対象としない。  

（理 由）   

○継続的に医療機関を受診しており、栄養、運動等を含めた必要な保健指導については、医療機関に  
おいて継続的な医学的管理の一環として行われることが適当であるため。  

（参 考）   

○特定保健指導とは別に、医療保険者が、生活習慣病の有病者■予備群を減少させるために、必要と  
判断した場合には、主治医の依頼又は、了解の下に、保健指導を行うことができる。   

○市町村の一般衛生部門においては、主治医の依頼又は、了解の下に、医療保険者と連携し、健診  
データ・レセプトデータ等に基づき、必要に応じて、服薬中の住民に対する保健指導を行う。  

○前期高齢者（65歳以上75歳未満）については、積極的支  
援の対象となづた場合でも動機づけ支援とする。  

（理 由）  

①予防効果が多く期待できる65歳までに、特定保健指導が既に行われてきていると考えられること、  
②日常生活動作能力、運動機能等を踏まえ、QOLの低下に配慮した生活習慣の改善が重要である   

こと   等  
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動機づけ支援の内容  

〈面接による支援〉次のいずれか  

●1人20分以上の個別支援 ●1グループ80分以上のグループ支援  

〈6か月後の評価〉次のいずれか  

●電話 ●e－mait  

支援形態  

〈個別支援〉  

●生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、メタポリツクシンドロームや生活習慣  

病に関する知識と対象者本人の生活が及ぼす影響、生活習慣の振り返り等から生活習慣改善の   

必要性を説明する。  

●生活習慣を改善するメリットと現在の生活を続けるデメリットについて説明する。  

●栄養■運動等の生活習慣の改善に必要な実践的な指導をする。  

●対象者の行動目標や評価時期の設定を支援する。必要な社会資源を紹介し、有効に活用できる  

ように支援する。  

●体重・腹囲の計測方法について説明する。  

●生活習慣の振り返り、行動目標や評価時期について対象者と話し合う。  

●対象者とともに行動目標・行動計画を作成する。  

〈6か月後の評価〉  

●身体状況や生活習慣に変化が見られたかについて確認する。  

支援内容  
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積極的支援の内容  

○初回時の面接による支援   

動機づけ支援における面接による支援と同様。  

●生活習慣の振り返りを行い、行動計画の実施状況の確認や必要に応じた支援をする。   
●栄養・運動等の生活習慣の改善に必要な実践的な指導をする。  

●取り組んでいる実践と結果についての評価と再アセスメント、必要時、行動目標・計画の設定を  

06ケ月後の評価  
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積極的支援における支援形態のポイント数  

○支援形態ごとのポイント数  

支援形態   
基本的な  最低限の  

ポイント数  介入皇   

個別支援A   5分   20ポイント   10分   

個別支援B   5分   10ポイント   5分   

グループ支援   10分   10ポイント   40分   

電話A   

●e－maiI、FAX、手紙等により、初回面接支援の際に作成した行動   
計画の実施状況について記載したものの提出を受け、それら   

5分   15ポイント   5分  

の記載に基づいた支援   

電話B   

●行動計画の実施状況の確認と励ましや出来ていることには賞賛   5分   10ポイント   5分  

をする支援   

e－maiIA   

●e－mail、FAX、手紙等により、初回面接支援の際に作成した行動   
1往復   

計画の施状況について記載したものの提出を受け、それらの   
40ポイント   1往復  

記載に基づいた支援   

e－mai】B   

●行動計画の実施状況の確認と励ましや賞賛をする支援   
1往復   5ポイント   1往復  

※1回の支援におけるポイント数には、一定の上限を設ける。  
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望ましい積極的支援の例  

○面接による支援  グループ支援（90分以上）  個別支援（30分以上）  または   

・生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、行動計画や行動目標の設定等動機づけ支援の内容  
を含む支援とする。  
・食生活につい七は、食生活の中で、エネルギーの過剰摂取につながっている要因を把握し、その是正のために料  
理や食品の適切な選択等が自らできるスキルを身につけ、確実に行動変容できるような支援とする。  
・運動については、生活活動、運動の実施状況の確認や歩行前後の把握などを実施し、確実に行動変容できるよう  

な支援とする。  

02週間後  

01ケ月後  

02ケ月後  電話、またはe－mailによる支援  

03ケ月後（中間評価による体重・腹囲等の測定から必要時6ケ月後の評価までの行動目標・行動計画の修正を含む）  

グループ支援（80分以上）  個別支援（20分以上）  または  

04ケ月後  

05ケ月後  

06ケ月後の評価  グループ支援（80分以上）  個別支援（20分以上）  または  

・次回の健診までに確立された行動を維持できるような支援を行う。  
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後期高齢者（75歳以上）に対する健診一保健指導  
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標準的な健診・保健指導プログラム  

新旧対照表  

（抜粋）   



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）  

（2）保健事業（保健指導）の目標設定   

平成27年度までに、糖尿病等の生活習慣病の有病者・予備群を少なくと   

も25％減少させる主上1主目標追風旦、必要な対象者に必要な保健指導を行   

い、確実に効果をあげていくためには、対象者の正確な把握、効果的な保健   

事業の実施とその評価が必須である。   

1）保健事業全体の目標設定   

保健事業の目標設定は、前節の現状分析に基づき優先課題を掲げるもので   

あるが、医療保険者の保健事業に対する考え方を示すという意味もあり、ど   

のような目標を掲げるかは、重要な判断を要するものである。優先課題は、   

糖尿病等の生活習慣病の育病者⊥予備註を減少させることに寄与するもので   

あることは 前提であるが、医療保険者としての集団全体の健康問題の特徴   

を現状分析から明らかにし、その課題のうら、最も効果が期待できる課題を   

重点的に対応すべき課題として目標に掲げる必要がある。   

優先課題のうら目標として掲げる内容の選定は、削票を達成するための現   

実的な手段が明らかであることや、そのための費用、人的資源、施設の保健   

事業の実施体制が可能であるかなど、総合的に判断し、馴票を設定すること   

が必要である。   

保健事業を開始した当初は、分析すべきデータが十分に整備されない中で   

目標を設定することになるが、年次を追って健診や保健指導のデータが収集   

されることから、これらのデータ分析を加え、適量」保健事業全体の目標を   

変えてい＜必要もある。   

また、目標は抽象的な内容ではな＜、剋去＿堤「糖尿病の新規治療者を＊＊％   

に減少三豊亙」など、できる限り数値目標とし、事業終了後の評価ができる   

目標を設定することが必要である。   

2）保健指導レベル毎の目標設定   

対象者皇正確丘把握するために、医療保険者は、40歳から74歳までの   

全対象畜のうら、糖尿病等の生活習慣病旦予備群は、「健診結果等による対象   

者階層化基準」に基づき、「糖尿病等の生活習慣病保健指導」対象者として分   

類し、各基準に該当する人数を求める。保健指導レベル別対象者数の概数を   

算出し、保健指導にかかる事業全体のボリュームを調査し、対象者数の目標   

を設定する（全対象書から生活習慣病による受原書を除いた対象について、   

前年度の健診結果を判定基準に投入、各保健指導レベル別の対象人数の概数   

を算出する）。なお、治療中の者について、主治医からの紹介がある場合は、   

主治医と連携を図り、その指導のもとに保健指導を実施する。また、治療を   

中断している者については、受診勧奨を行う必要がある。   

保健指導対象者の保健指導実施率は100％に高めていくことが望まし   

い。なお、対象者の事情等により、例えば、本来「積極的支援」を行うべき   

対象者であったが、「動機づけ支援」のみ実施した場合などには、可墜な範囲   

（2）保健事業（保健指導）の目標設定   

生活習慣病有病者・予備群を少なくとも25％減少させることが大目標であ   

るが、必要な対象者に必要な保健指導を行い、確実に効果をあげていくため   

には、対象者の正確な把握、効果的な保健事業の実施とその評価が必須であ   

る。   

1）保健事業全体の目標設定   

保健事業の目標設定は、前節の現状分析に基づき優先課題を掲げるもので   

あるが、医療保険者の保健事業に対する考え方を示すという意味もあり、ど   

のような目標を掲げる力、は、重要な判断を要するものである。優先課題は、   

生活習慣病膏病者及び予備群を減少させることに寄与するものであることは   

前提であるカー、医療保険者としての集団全体の健康問題の特徴を現状分析か   

ら明らかにし、その課題のうら、最も効果が期待できる課題を重点的に対応   

すべき課題として目標に掲げる必要がある。   

優先課題のうら目標として掲げる内容の選定は、目標を達成するための現   

実的な手段が明らかであることや、そのための費用、人的資源、施設の保健   

事業の実施体制が可能であるかなど、総合的に判断し、目標を設定すること   

が必要である。   

保健事業を開始した当初は、分析すべきデータが十分に整備されない中で   

目標を設定することになるが、年次を追って健診や保健指導のデータが収集   

されることから、これらのデータ分析を加え、保健事業全体の日標を変えて   

いく必要もある。   

また、目標は抽象的な内容ではなく、糖尿病の新規治療者を＊＊％に減少   

するなど、できる限り数値目標とし、事業終了後の評価ができる目標を設定   

することが必要である。   

2）保健指導レベル毎の目標設定   

対象者の正確な把握するために、医療保険者は、40歳から74歳までの   

全対象書のうら、生活習慣病予備群は、「健診結果等による対象者階層化基準」   

に基づき、「生活習慣病健診・保健指導」対象者として分類し、各基準に該当   

する人数を求める。保健指導レベル別対象者数の概数を算出し、保健指導に   

かかる事業全体のボリュームを調査し、対象者数の目標を設定する（全対象   

書からJ生活習慣病受療壱」を除いた対象について、前年度の健診結果を判   

定基準に投入、各保健指導レベル別の対象人数の概数を算出する）。なお、生   

活習慣病の治療中の者について、主治医からの紹介がある場合は、主治医と   

連携を図り、その指導のもとに保健指導を実施する。また、治療を中断して   

いる者については、受診勧奨を行う。   

保健指導対象者の保健指導実施率は100％をめさす。対象者の事情等に   

より、例えば、本来「積極的支援」を行うべき対象者であった力＼「動機づけ  



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）  

三その割合も把握してお＜ことが望ましい。  

各保健指導である「情報提供」、「動機づけ支援」、「積極的支援」については、   

例えぼ下記のような指導目標を設定する必要がある。なお、数値目標は、健診   

結果の変化、アンケート調査等に基づくものとする。  

①「情報提供」のみの対象者   ・健診結果を正常範囲のまま維持し、悪化させない。     「 
動機づけ支援」対象への移行率を○％以下とする。  

（この数値は性別・年代別に各医療保険者で設定）   

②「動機づけ支援」の対象者  

・健診結果を改善、または悪化させない。  

・内臓脂肪症候群（メタポリックシンドローム）予備群では腹囲の減少をめ  

ざす。  

・「積極的支援」対象への移行率を△％以下とする。  

（この数値は性別・年代別に各医療保険者で設定）   

③「積極的支援」の対象者  

t 健診結果を改善させる。   

・内臓脂肪症候群（メタポリックシンドローム）では腹囲、体重の減量、危  

険因子の減少。   

・保健指導対象者の旦割以上の人において、判定の改善をめざす。  

・「要治療」への移行率を ◇％以下とする。   

3）脚考え方   
⇒鹿ほ、保健指導対象吉の増加が予演lさnること、さらに‘刃㍗  の 活苦情  

病の有病者・予備群の25％を減少させるためには、効果的・効率的な保健指導  

の実施力て必要である。そのため、保健指導対象者に優先順位をつけて、最も必要  

な、そして効果のあがる対象を選定して保健指導を行う必要がある。例えば、保  

健指導の対象者の優先順位のつけ万としては、下記の方法が考えられる。   

○年齢が比較的若い対象者   

○健診結果の保健指導レベルが情報提供レベルから動機づけ支援レベル、動機  

づけ支援レベルから積極的支援レベルに移行するなど、健診結果が前年度と  

比較して悪化し、保健指導レベルでより緻密な保健指導が必要になった対象  

量   

○第2編第2章3）質問項目（標準的な質問票7～19番）の回答により、生  

活習慣改善の必要性が高い対象者   

○前年度、積極的支援及び動機づけ支援の対象者であったにもかかわらず保健  

指導を受けなかった対象者  

などが考えられる。   

支援」のみ実施した場合などには、その割合も把握する。   

各保健指導である「情報提供」、「動機づけ支援」、「積極的支援」について  

は、下記のような指導目標を設定し、数値目標は、健診結果の変化、アンケ  

ート調査等に基つくものとする。   

①「情報提供」のみの対象者  

・健診結果を正常範囲のまま維持し、悪化させない。  

「動機づけ支援」対象への移行率を ○％以下とする。  

（この数値は性・年代別に各医療保険者で設定）  

②「動機つけ支援」  

・健診結果を改善、または悪化させない。  

・内臓脂肪症候群（メタボ1」ツクシンドローム）予備群では腰囲の減少を  

めざす。  

「積極的支援」対象への移行率を △％以下とする。  

（この数値は性・年代別に各医療保険者で設定）  

（3「積極的支援」   

・健吉多結果を改善させる。   

・内臓脂肪症候群（メタポリックシンドローム）では腹囲、体重の減量、  

危険因子の減少。  

・保健指導対象者の5割以上の人において、判定の改善をめざす。  

「要治療」への移行率を ◇％以下とする。  
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第3享 保健指導の実施   

（1）基本的事項  

第3享 保健指導の実施   

（1）基本的事項  

1）標準的な保健指導プログラムについて  

糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導とは、ヌ   

盤とし、対象者が自らの生活習慣における課題に気つき、佗   

の方向性を自らが導き出せるように支援することである。荏  基
容
な
 
を
変
要
 
活
動
重
 
生
行
の
 
の
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書
的
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点は、対象者に必要な行動変容に関する情報を提示し、自己決定で  

に支援することであり、そのことによって、対象者が健康的な生活  

‥
ヾ
－
吋
‥
 
 
 

きるよう支援することであるn  

保健指導の効果に関する研究は、エビデンスとして蓄積されつつあるもの   

の、現時点では、保健指導の技術開発や基盤整備が期待される分野である。   

そのため、本プログラムでは、現段階で考えられる、最低限実施すべき保健   

指導と望ましい保健指導について記載する。  

これら保健指導の要件については、高齢者医療確保法の施行後において、   

保健指導実施機関による多種多様な保健指導の実績・成果を蓄積・分析する   

中で、最低限実施すべき要件の評価を行うとともに、有効な保健指導の要件   

を整理してい＜こととする。  

また、今後は保健指導を実施する機関が創意工夫することにより、より有   

効な保健指導の内容や実施形態等が明らかとなり、提供される保健指導にそ   

れらが反映されることが期待される。  

なお、本プログラムは、保健指導の実施状況を踏まえ、必要に応じて見直   

しを検討することとする。   

a対象者ことの保健指導プログラムについて  

保健指導プログラムは、対象者の保健指導の必要性ことに「情報提供」、「動   

機づけ支援」、「積極的支援」に区分されるが、各保健指導プログラムの目標   

を明確化した上で、サービスを提供する必要がある。  

「情報提供」とは、対象者が生活習慣病や健診結果から自らの身体状況を   

認識するとともに、健康な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深め、生   

活習慣を見直すきっかけとなるよう、健診結果の提供にあわせて、個人の生   

活習慣やその改善に関する基本的な情報を提供することをいう。  

「動機つけ支援」とは、対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改   

善のための自主的な取組を継続的に行うことができるようになることを日   

的として、医師、保健師又は管理栄養士の面接・指導のもとに行動計画を策   

定し、医師、保健師、管理栄真土又は栄委指導書しくは運動指導に関する専   

門的知識及び技術を有すると認められる善が生活習慣の改善のための取組   

に係る動機づけに関する支援を行うとともに、計画の策定を指導した者が、   

計画の実績評価（計画策定の日から6ケ月以上経過後に行う評価をいう。）   

を行う保健指導をいうh   

⊥⊥対象者ことの保健指導プログラムについて  

保健指導プログラムは、対象者の保健指導の必要性ことに「情報提供」、「動   

機づけ支援」、「積極的支援」に区分されるが、各保健指導プログラムの目標   

を明確化した上で、サービスを提供する必要がある。  

「情報提供」では、健診結果の提供にあわせて、個人の生活習慣やその改   

善に関する基本的な情報を提供する。「動機づけ支援」及び「積極的支援」   

については、対象者の生活状況をアセスメントし、対象者とともに目標を設定   

して、具体的な支援を行う。対象者が自己実践できるよう適切に支援すると   

ともに、その生活習慣が継続できるためのフォローアップを行う。  

また、保健指導プログラムの提供に際しては、既存の保健事業との組み合   

わせや社会資源の活用、地域又は職域で行われている健康つくりのためのポ   

ピュレーションアプローチとも関連つけてい＜ことが重要である。  

さらに、「積極的支援」においては、対象者の保健指導の必要性に応じてさ   

まざまな手段や内容を組み合わせながらプログラムを展開し、多職種・他機   

関が支援を行う場合には、適宜、保健指導実施者闇で関係者 会議を開催し、   

対象者の課題や眉標を共有 して支援を行う。  

なお、保健指導プログラムは毎年同じ内容を繰り返すことなく、3年から5年  
めることが必  
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とは、対象者か自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善の   「積極的支  

ための自主的な取組を柁続的に行うことができるようになることを目的とし   

て、医師、保健師又は管理栄儀士の面接・指導のもとに行勘計画を策琵し、医   

師、保健師、管理栄養士又は栄養指導書しくは運動指導に関する書門的知賊及  

面看習慣の改善のための、対象割こよる主体   

的な耳文相に資する適切な働き力、けを相当な期間継続して行うとともに且塾但   

筆画   

う6乃、月以上繹過後に行う評価をいう潮  

廟性に応じてさま   

さまな手段や内容を組み合わせながら支援プログラムを展開し、多職種・他塑   

閤が支援を行う場合には、適宜、保健指導実施者闇で関係者会喜義を開催し、対   

象者の課題や目標を共有して支援を行う必要がある。   

また、支援プログラムの提供に際しては、既存の保健事業との組み合わせや   

社会資源の活用、地域又は職域で行われている健康つくりのためのポピュレー   

ションアプローチとも関連つけていくことが重要である。   

なお、支援プログラムは、同じ対象者に毎年同じ内容を繰り返すのではなく   

如こ改善に努めるこ   

とが必要である。   

旦⊥保健指導の実施者   

ゼ郡圭指導は、医師、保健師、管理栄責士が中仙1となって担うこととする0  

←動機づけ支援」及び「積極的支援」において、①初回の酎妾、②対象者の   

行動目標・支援計画の作成、③保健指導の評価に関する業務を行う者は、医師、   

保健師、管理栄養士であること。た叩こおい   

て看護師による保健事業がなされている現状を踏まえ、医師、保健師、管理栄   

養士の配置が進むことが期待される高齢者医療確保法の施行後5年間に限仇   

二匿の保健指導の実嘩   

癖「積極的支援」のプログラムのうら、食生活・運動に   

関する対象者の支援計画に基づく実践的指導は、医師∴矧建師、管理宋責士、   

その他食生活、運動指導に関する書門的知醐及び技術を肯する者（健贋∵体力   

つくり事業財団力纏丁る労働者の健康保   如旨導担当者等）   
が実施す軋また、それらの実践的指導においては、グループ支援をあわせて   

用いることが効果的であり、その場合は、地域内の種々の関係者の協力を得る   

ことが重要である。   

環健指凱こおいて、禁煙指導を提供する場合には、寮煙指凱こは、寧煙補助   

剤の活用が有効であることから医臥薬剤師と連携するなど、保健指導の内容   

や対象者の心身などを考慮し、他滞積との連携を図ることが鑓ましい8   

なお、医師に関しては、日本医師会認定健康スポ嘩  

a保健指導の実施者   

保健指導は、医師、保健師、管理栄養士が中座、となって担うこととするが、   
細旨導のための一定の研修を修了した   

墨智行うことが望ましい。なお、医師に関してはt保健指導のための一定の   
研摩を修了し、認定資格を肯する壱（日本医師会旺定健贋スポーツ医などL   
がおり、これらのものを活用することが望ましい。   

「動機づけ支援」、「積極的支援」のプログラムの中で行われる食生活・運   
動に関する迫蔓は、食生活・運動の専門的知識を脅する者が行うことが適当  

グループウークをあわせて用いる  である。また、それらの支援においては、   

ことは効果的であり、その場合は、地土或内の種々の関係者の協力を得て実施  
する。  

≡※  このような考え方を踏まえつつも、これまで医療保険者により行われて星…  

≡ た保健事業の実施体制等の捌犬を踏まえ、期限を定めた経過措置を設ける力、…  
≡ 

＿＿＿  

望ましい。  

4   
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さらに、保健指導を実施する者は、イ  
ることが望ましい。  

のための一定の研修を修了してい  

4）保健指導のプロセスと必要な保健指導技簡  

①効果的な保健指導の準備  

● 保健指導の環境整備  

・揚の設定をする。  

・都合の良い時間帯の設定をする。  

・実現可能な1人あたりの時間の設定をする  

● 対象者の資料の確認  

・健診データ、質問票、前回までの保健指導   

● 対象者に活用できる資源のリストの準備   

・教材、指導媒体、活用すべき社会資源のリストを準備する。   

● 保健指導担当者間の事前カンファレンス   

・必要に応じて指導内容を担当者間で確認をして指導にのぞむ。   

②対象との信頼関係の構築   

● 自己紹介   

・さわやかな挨拶をする   

保健指導実施者としての立湧や役割、目的、タイムスケジュール等を説  

明する。   
● 吾舌しやすい雰囲気つくり   

・非言語的アプローチを含めて、ねぎらいと感謝で迎えるなどの雰囲気つ  

くりをする   

・対象者のペースを重視する。   

・ユーモアや状況に応じて例示などを用いる。  

③アセスメント（情報収集・判断）   

● 対象者の準備段階や理解力、意欲の確認   

・健診結果とその推移を確認する。   

・健診結果のもつ意味を本人と一緒に招記する∩   

・これまでの健診受診歴、病歴の確認、質問票など記載事項の確認、生活  

習慣について気をつけていることなどを確屈する。   

・家族歴や家族の状況などを確認し、疾病に対する関心を探りながら話す。   

・健診結果を洒用してわかりやす＜病態を説明する∩   

・絵を描いたり、教材を活用したりしてイメージを持たせる。   

・他の検査結果とも関連つけながら、予防に向けての関心や注意を促す。   

● 対象者のこれまでの生活習慣の振り返り   

施者は、対象者とこれまでの生活習慣を振り返り、生活習慣  

と健康や検査結果との関連性について振りかえり、対象者の関心の有無を  

把握する。   

・保健指導実施者は対象者の行動変容のステージの段階を理解する。   



・僻  

ね関心のあるところから話を始めていく。   ●棚状態の確認  
・ミ立こ、二L看」遇ユ＿ミテニユ・むこノ．㌧豊肇・j■こ聖⊥、ミ生玉一三■ミニ． 

牒口した目標設定の茫めlこ、職業だけでなく、職場と家庭  

との距離など職業以外の運動量なども尋ね日常の運動量を把握する。ま  

た、聯   

朋看を尋ねる。  

∵グノレプワークの場合はグループダイナミックスを利用して、気づきが  

自珊   

・；、一が、ク≠－フつ－クでお互い共 てきる部分ガ憤ること芥自一 しり  

生活状況の中に戻って表現する。  

何気づきの促し   ●爛看を続けるこ  
とのデメリットの理解の促し   

∵健診時黒からこのままではまずい、これは改善しな＜てはいけないとい  

う気つきによって、生活を変えることの目標につなげる。   

・日常生活上で問題は何力脚  

ように図る。   

・毎日実施することが難しそうな場合は、週に何回か実施することでもメ  

リットがあることを話す。   

・対象者の食習慣にあわせ、御行  

動や寅事量（例えば、問いを確認でさるように  

促す。   

・斧轍むしろ病気の理解  

を促㈱   

● よい生活習慣と悪い生活習慣の比較   

・自分の身近冬人での出来事など本人の気忙守る健康習慣や病態を伝え  

亘旦＿   

・健康でいることの大事さを教えてくれた人卿   

御足遁   ●朋明   
⑥教材の選定および改善   ●潮   

御しても  

らえるような教材を選定及び作成する。  

∴ 軌によるエネルギー満  と、よく寅へる M・■子・アルコール  

のエネルギー量を一緒lこみながら考えてもらえる教材を選定及び作成す  

亘」   

・1∈囲までの空清習慣について、何をどぅ  

変えたらよいのか、そしてこれならできそうだと実感してもらうために  

1日あたりの生活に換算して示せるような教材を選定及び作成する旦   



・対象者の習慣化している料理や食品などからエネルギーの過剰に寄与し、  

かつ本人が生活習慣の改善として受け入れやすいものについて教材を選  

択及び作成する。例えば、調理法（揚げ物等）、菓子・噂好飲料（ジュー  

ス、缶コーヒー、アルコール等）の呈とエネルギー等との関係など。  

・教材を一緒に見ながら、生活習慣病に関する代謝のメカニズムや内臓脂  

肪と食事（エネルギーや栄養素等）の内容との関係について説明する。  

・現在の生活習慣における問題点への気つきがみられた際には、自らがそ  

の問題点について改善が必要であると自覚できるように、その問題点に  

関する加齢の影響などを専門的な指導を行う。  

・教材を実際に使っていて、その効果を確認し、教材の改善に繋げる。 

⑦目標設定  

● 自己決定の促し  

・本人に考えてもらう時間をもつようにする。  

・実行可能な目標を設定できるように助言していく。  

● 行動化への意識つけ  

・立てた目標について身近なところで見やすい場所に明示しておくなど行  

動化への意識つけを行う。  

・立てた目標について家族や仲間に宣言する機会をつくる。  

● 社会資源・媒体等の紹介  

・具体的な指導媒体、記録表、歩数計などを貸し出す。  

・健康増進施設や地域のスポーツクラブ、教室等のプログラムを紹介する。  

・地域の散歩コースなどを消費エネルギーがわかるように距離・アップタ  

ウンを含めて提示する。  

・地域の教室や自主グループを紹介する。  

⑧継続フォロー  

● 継続フォローの重要性の説明と了解  

・いつでも相談できることを伝える。  

・これからも支援していくという姿勢・こちらの思いを伝える。  

● 支援形態の確認  

・電話、メール、FAXなどの具体的な方法を確言忍する。  

● 目標の再確認  

中間評価の時に自分の目標のところまで到達したことを話してもらえる  

ような関係作りをしてお＜。  

・目標に対する到達点を自分でも評価してもらう。  

・成果を白に見える形で本人が感じられるように気つかせる。   

亀鑑塵．  

● 目標達成の確認  

・これまでの日標遠  

期間中の保健指導・  

きるようにする。  

乙状況、取り組みの満足度などを確認する。  

教室が、自分の生活にとってどうだったかを確認で   





標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）  修正案   

表4 階層化した保健指導（情報提供、動機づけ支援、積極的支援）の概要  表4 階層化した保健指導（情報提供．動機づけ支援、積極朋倭闇）の概要（削除）  

Illlもしくは■投正し疋8岬■瓜に向けた稟絨  

（4）保健指導の実施要件  

1）「情報提供」   

①目的（めざすところ）  

対象者が健診結果から、自らの身体状況を認識するとともに、生活習慣  

を見直すきっかけとする。  

②対象者  

健診受診者全員を対象とする。  

③支援頻度・期間  

年1固、健吉多結果と同時に実施する。  

④重崖内容  

全員に画一的な情報を提供するのではなく、健診結果や健診時の質問票   

から対象者個人に合わせた情報を提供する必要がある。  

健診結果や質問票から、特に問題とされることがない者に対しては、健   

吉多結果の見方や健康の保持増進に役立つ内容の情幸艮を提供する。   

1）「情報提供」   

①目的（めざすところ）  

対象者が健診結果から、自らの身体状況を認識するとともに、生活習慣  

を見直すきっかけとする。  

②対象者  

健診受診者全員を対象とする。  

③支援頻度・期間  

年1回、健診結果と同時に実施する。  

④内容  
全員に画一的な情報を提供するのではなく、健吉多結果や質問票から対象   

者個人の生活習慣の見直しや改善に必要な情報を提供する。その際、健診   

結果や健診時の質問票をもとに、対象者の状況にあわせた内容とする。特   

に問題とされることがない者に対しては、健診結果の見方や健康の保持増  

進に役立つ内容の情報を提供する。  



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）  

a 健診結果  

健診の意弟（自分日昌の健康状態を認識できる機会、日頃の生活習  

慣が健診結果に表れてくる等）や健診結果の見方（データの表す意味  

を自分の身体で起きていることと関連づけられる内容）を説明する。  

また、健診結果の経年変化をグラフでわかりやす＜示す。  

b 生活習慣  

内臓脂肪症候群（メタボ1」ックシンドローム）や生活習慣病に関す  

る基本的な知識と、対象者の行っているどのような生活習慣が生活習  

慣病を引き起こすかということや、食事ハランスガイドや運動指針に  

基づいた寅生活と運動習慣のバランス、料理や食品のエネルギー妄や  

竺渾活動や運動に皐るモネルギー消翠量等について、質問票から得ら  

れた対象者の状況にあわせて具体的な改善方法の例示などを情報提  

供する。対象者個人の健康状態や生活習慣から、重要度の高い情報を  

的確に提供することが望ましい。  

c 社会資源  

対象者の身近で活用できる健康増進施設、地域のスポーツクラフや  

運動教室、健康に配慮した飲食店や社員食堂に関する情報なども掲載  

する。  

⑤支援形態  

対象者や医療保険者の特性に合わせ、支援手段を選択する。主な手段と  

しては、次のようなものが考えられる。  

a 健診結果の送付に合わせて情報提供用紙を送付する。  

b 職域等で日常的にITが活用されていれば、個人用情報提供画面を  

利用する。  

c 結果説明会で情報提供用紙を配布する。  

2）「動機づけ支援」   

①目的（めざすところ）  

対象者への個別対支援又はグループ支援により、対象者が自らの生活  

習慣を振り返り、行動目標を立てることができるとともに、保健指導終了  

後、対象者がすくに実践（行動）に移り、その生活が継続できることをめ  

ざす。  

②対象者  

健診結果・質問票から、生活習慣の改善が必要と判断された者で、生  

活習慣を変えるに当たって、意思決定の支援が必要な者を対象とする。  

③支援期間・頻度  

原則1匝】の支援とする。  

a 健吉多結果  

健診の意義（自分自身の健康状態を認識できる機会、日頃の生活習慣が  

健喜多結果に表れてくる等）や健診結果の見方（データの表す意味を自分の  

身体で起きていることと関連つけられる内容）を説明する。また、健診紹  

栗の経年変化をグラフでわかりやすく示す。  

b 生活習慣  

内臓脂肪症候群（メタポリツクシンドローム）や生活習慣病に関する基  

本的な知識と、対象者の行っているどのような生活習慣が生活習慣病を引  

き起こすかということや、食事バランスガイドや運動指針に基づいた食生  

活と運動習慣のバランス等について、質問票から得られた  

対象者の状況にあわせて具体的な改善方法の例示などを情報提供す る。対象  

者個人の健康状態や生活苦慣から、重要度の高い情報を的確に提供するこ  

とが望ましい。  

c 社会資源  

対象者の身近で活用できる健康増進施設、運動教室なども掲載する。  

⑤支援形態  

対象者や医療保険者の特性に合わせ、支援手段を選択する。主な手段と して  

は、次のようなものが考えられる。  

a 健診結果に合わせて情報提供用紙を送付する。  

b 職域等で日常的に什が活用されていれば、個人用情報矧共画面ヘア クセ  

スする。  

c 結果説明会で配布する など。  

2）「動機づけ支援」   

①目的（めざすところ）  

対象者への個別塑直により、対象者が自らの生活習慣を振り返り、行動  

目標を立てることができるとともに、保健指導終了後、対象者がすぐに実  

践（行動）に移り、その生活が継続できることをめざす。  

②対象者  

健吉多結果・質問票から、生活習慣の改善が必要と判断された看で、生活  
習慣を変えるに当たって、意思決定の支援が必要な者を対象とする。  

③支援期間・頻度  

原則1回の支援を想定するが、1対1の面接を30分程度行う場合や、  

1日のプログラム（グループワークや学習会等）で実施する場合などがあ  

る。  

10   



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）  

④内容  

対象者本人が、自分の生活習慣の改善点・伸ばすべき行動等に気つき、   

自ら日標を設定し行動に移すことができる内容とする。  

詳細な質問票において対象者の生活習慣や行動変容のステージ（準備状   

態）を把握し、対象者の生活習慣改善を動機づけるために次に示す支援を   

行う。   

a 健診結果及びその推移を確認し、御系を理解  

する。   

b 詳細質問票lこよる生活習慣の振り返りを行い、対象者本人の健康状  

態の認識を促し、三脚る。   

C 内臓脂肪症候群（メタポリックシンドローム）や生活習慣病に関す  

る知識と対象者本人の生活が及ぼす影響を結びつける。   

d＋生活習慣を改善することで得られるメリットと現状の生活を続ける  

ことによるデメリットがわかる内容とする。   

e 対象者個人の考えやライフスタイルを尊重し、対象者本人が達成可  

を設定できるよう支援する。   

f 対象者が目標を達成するために必要な社会資源を紹介し、有効に活  

用できるように支援する。  

⑤支援形態  

双方向の個別面接を基本とするが、クループウークや学習会等lこおいて   

も、必ず対象者が個人として受け止められる面接を 実施し、一人ひとりの   

目標設定を確認する。効果的な支援方法として、フォローアップが必要と   
判断される場合は、卿舌・メール等の双方向のコミュ   

ニケーションがとれる手段を利用することが望ましい。   

⑥評価（個人目標の評価） 

設定した個人の行動目標が達成されている力、、身体状況や生活習慣に変   

化が見られたかについて、原則6ケ月後に支援後の評価を行うこととす   

るが、即平価する   

とともに、保健指導実施者 による評価を行う 。  

④内容   

対象者本人が、自分の生活習慣の改善点■伸ばすべき行動等に気つき、   

自ら目標を設定し行動に移すことができる内容とする。  

詳細な質問票において対象者の生活習慣や行動変容のステージ（準備状   

態）を把握し、対象者の生活習慣改善を動機づけるために次に示す支援を   

行う。  

a 面接による支援  

●  生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、メタポリッ   

クシンドロームや生活習慣病に関する知識と対象者本人の生活が及ぼ   
す影響、生活習慣の振り返り等から生活習慣改善の必要性を説明する。  

●  生活習慣を改善するメリットと現在の生活を続けるデメリットにつ  
いて説明する。  

●  栄薫・運動等の生活習慣の改善に必要な実践的な指導をする。  

● 御引票や評価時期の設定を支援する。必‡要な社会資源を紹  
出土＿」旦堂に這盟三豊丘よ三仁王鳶三豊」   

体重卿   

生活習慣の振‡り返り、行動目標や評価時期  

●
 
●
 
●
 
 

について話し合う  

対象者と‡ともに行動目標・行動計画   成する  

b 6か月後の評価  

●  6力、月後の評価は、個別の対象者に対する保健指導の効果に関するも  

のである。  

●  設定した個人の行動目標が達成されているか、身体状況や生活習慣に  

変化が見られたかについて評価を行う。  ● 即平価すると  
ともに、保健指導実施者による評価を行う。  

● なお、評価項目は対象者自身が自己評価できるような設問を置く。  

⑤支援形態  

a 面接による支援   

● 1人20分以上の個別支援、又Iま1グループ80分以上のグループ支  

援（1クリレープは8名以下とする）  

b 6か月後の評価   

● 瑚副書等を利用して行う。   

3）「積極的支援」   

①目的（めざすところ）  

「動機づけ支援」に加えて、定期的・継続的な支援により、対象者が自  

らの生活習慣を振り返り、行動目標を設定し、目標達成に向けた実践（行  

動）に取り組みながら、支援プログラム終了後には、その生活が継続でき  

ることをめざす。  

3）「積極的支援」   

①目的（めざすところ）  

「動機づけ支援」に加えて、定期的・継続的な支援により、対象者が自らの生  

活習慣を振り返り、行動目標を設定し、目標達成に向けた実践（行動）に取り  

組みながら、プログラム終了後には、その生活が継続できることをめざす。  

11   



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）  

②対象者  
健診結果■質問票から、生活習慣の改善が必要な者で、そのために専   

門職による継続的できめ細やかな支援が必要な者。  

③支援期間・頻度  

3ケ月以上継続的に支援する。  

④内容  

詳細な質問票において対象者の生活習慣や行動変容のステージ（準備   

状態）を把握し、健診結果やその紹年変化等から、対象者自らが自分の   

身体に起こっている変化への理解を促すとともに、対象者の健康に関す   

る考えを受け止め、対象者が考える将来の生活像を明確にした上で、行   

動変容の必要性を実感できるような働きかけを行い、具体的に実践可能   

な行動呂標を対象者が選択できるように支援する。具体的に達成可能な   

行動目標は何か（対象者にできること）優先順位をつけながら一緒に考   

え、対象者自身が選択できるように支援する。  

支援者は対象者の行動目標を達成するために必要な支援計画をたて、   

行動が継続できるように定期的・継続的に介入する。  

積極的支援期間を終了するときには、対象者が改善した行動を継続す   

るように意識づけを行う必要がある。   

〈初回時の面接による支援〉   

● 動機づけ支援と同様の支援  

〈3か月以上の継続的な支援〉  

3か月以上の穂綿的な支援については、ポイント制を導入し、支援Aで  

160ポイント以上、支援Bで20ポイント以上での合計180ポイント   
以上の支援を実施することを必須とする巨  

この場合、支援Aを支援Bで、あるいは支援Bを支援Aに代えることは   

できないものとする。  

声援A（積極的関与タイプ）  

● j活習慣の振り返りを行い、行動言十画の実施状況の確認に墨つき、  
必要な支援を行う。   ● 魂  ● 廟屋  
時、御平価）   

支援B（励ましタイプ）  ● 制  
や励ましを行う。  

②対象者   

健診結果・質問票から、生活習慣の改善が必要な着で、そのために専門   

職による継続的できめ細やかな支援が必要な者。  

③支援期間・頻度   

細別妾を30分程度行い、3ケ月～6ケ   
わたり、怒   

用等）を組み合わせたプログラムを作成し、継続的に実存  

…
〃
…
八
心
…
…
㍉
小
い
‥
．
 
 

④内容   

詳細な質問票において対象者の生活習慣や行動変容のステージ（準備状  

態）を把握し、健診結果やその経年変化等から、対象者自らが自分の身体  

に起こっている変化への理解を促すとともに、対象者の健康に関する考え  

を受け止め、対象者が考える将来の生活像を明確にした上で、行動変容の  

必要性を実感できるような働きかけを行い、具体的に実践可能な行動目標  

を対象者が選択できるように支援する。具体的に達成可肯巨な行動目標は何  

か（対象者にできること）優矧順位をつけながら一緒に考え、対象者自身   

が選択できるように支援する。   

支援者は対象者の行動目標を達成するために必要な支援計画をたて、行   

動が継続できるように定期的・継続的に介入する。   

積極的支援期間を終了するときには、対象者が改善した行動を継続する   

ように意識つけを行う必要がある。   

盈「無関心期」「関心期」にある対象者への支援   

行動変容のステージ（準備状態）が「無関心期」「関心期」にある対象  

者については、個別面接を中心とした支援を継続して行い、行動変容に対  

する意識の変化をめさす。行動目標を設定し、卿   

り組むプログラムを実施することは避け、対象者にあわせたフォロ‾アッ   

プを行う。   

＠支援形愚   

行動が定着するよう一定の期間継続して支援を行うため、対象者が参加  

レやすい条件を整えることが必要である。対象者によっては、ITなどを  

蓮用し、交線）   
を組み入れ、酬兄や要望に応じてメニューを選択できる等、柔軟   
な仕組みとすることを考える。   

プログラムには、顔り入れ、対  

星章が自分の生活習慣に気つき、改善できるプログラムが有効である。ま  

た、個別支援のみでなく、同様の吉男題を持つ者を集めたグループ等のクル  
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標準的な健診t保健指導プログラム（暫定版）   修正案  

く6カ＼月後の評価〉  

●6か月後の評価は、個別の対象者に対する保健指導の効栗に関する  

ものである。  

●設定した個人の行動目標が達成されているか、身体状況や生活習慣  

に変化が見られたかについて評価を行う 。   
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標準的な健診・保健指導プログラム  （暫定版）  

● 電話A  

基本的なポイント；5分15ポイント  

最低限の介入量：5分  

ポイントの上限：1回20分以上実施した場合でも60ポイントま  

でのカウントとする。  

● 電話B  

基本的なポイント：5分10ポイント  

革低限の介入量：5分  

ポイントの上限；1回10分以上実施した場合でも20ポイントま  

でのカウントとする。  

● eTmailA  

基本的なポイント；1往億40ポイント  

軍使限の介入量∵1往復  

● e－mai】B  

基本的なポイント；1往復5ポイント  
最低限の介入量；1往復  

⑦留意点  

（支援ボイン冊   
● 1日に1回の支援のみカウントする。同日lこ複数の支援を行った場  

合、最もポイントの高い支援形態のもののみをカウントする。   
● 髄）（保健指導に関する専門  

的矢口喜哉・技術の必要ない情学問   ● 帥こよる情報のやり取  
り（一方的な情報の提供（ゲームやメーリングリストによる情報提供）  

は含まない）をカウントする。  
●  

×、手紙等により、初回面接支援の際lこ作成した行動言十画の実施状況  

について記載したものの提出を受けること。なお、当該行動言十画表の  
碍出や、作成を依願続的な  
支援としてカウントしない。  

（支援の継続m   
● 解l期、関心期の場合は行動変容のための動  

機づけを継続することもある。  

⑧積極的支援の例   

a 支援パターンーt（個別支援を中仙lとした例）   

【⊃ 支援パターン：≧（個別支援と電話を組み合わせた例）  

c 支援パターン3（電  
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標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）  

－プワークや小集団の学習会等で、参加者同士の交流をはかり、グループ  

ダイナミクスを活用して対象者の自己効力感を高めることも重要である。  

⑦評価（個人目標の評価）  

設定した個人の行動目標が達成されているか、身体状況や生活習慣に変  

化が見られたかについて、支援終了後（6ケ月後）に評価を行うが、必要  

に応じて早期に評価時期を設定し、対象者が自ら評価するとともに、保健  

指導実施者による評価を行う。その際、短期的な評価により目標の見直し  

を行い、わずかな生活習慣の変化や意識の変化についても積極的に評価し、  

励ましてい＜ことで、行動の継続に対する対象者の意欲を高めることも重  

要である。  

目標が達成された場合は、新たな目標を設定し、達成されていない場合  

は、達成されなかった原因を明らかにし、必要に応じて目標や支援内容の  

見直しを行う。   

4）実施にあたっての留意事項   

①プライバシーの保護  

保健指導の実施に当たっては、プライバシーの保護に努め、対象者か安  

心して自分のことを話せるような環境を整えること。  

②個人情幸馴呆吉葉  

健診データ・保健指導記録は個人情報であるため、それらの管理方法は  

医療保険者が取り決め、適切に扱うこと。  

③フォローアップ  

支援終了後にも、対象者からの椙吉糾こ応じられる仕組みをつくること。  

6）保健指導の未実施害及び積極的支援の中断雷への支援  

保健指導実施率は高めることが望ましいことから、医療保険者及び保健  

指導実施者は、連携しながらすべての対象者が保健指導を受けられるよう  

努力することが必要となる。   

し力＼しながら、何らかの理由により動機つけ支援の対象者、積極的支援  

の対象者に保健指導を 受けない者・中断善がいることも想定される。その  

際には、例えば次のような支援が必要になると考えられる。   

●  保健指導実施者 は、計画上の保健指導実施日に保健指導対象者が保  

健指導を受けなかった場合、電話、e－mail、faxなどにより保健指導  

実施日から1週間以内に連綿し、保健指導を受けるように促す。   

●  保健指導実施者が連絡したにも関わらず、保健指 導を受けない場合  

には、医療保険者に連絡し、医療保険者も保健指導を受けるように促  

互」．．   

●  動機づけ支援及び積極的支援の初回時において、計画上の保健指導  

実施日及び連絡したにもかかわらす保健指導対象者が保健指導を受け  

ない場合は、「情報提供」支援 は必ず実施することが必要である。   

●  積極的支援においては、支援内容や支援方 法、支援日時等について  

保健指導の計画を作成する際に＋分な話し合いを行い、計画について  

対象者が＋分に納得することにより、保健指導の終了まで継続的に支  

援できるようにエ天することが必要である。   

●  また、最終的に動機づけ支援や積極的支援において保健指導が未実  

施となった者、中断した書については、次年度の保健指導実施時に、  

保健指導を優先的に実施することが望ましい。   

医療保険者は、保健指導の未実施吉及び中断書からその理由を聞く  

ことや、保健指導実施者と医療保険者が話し合いをすること等により、  

保健指導を受けない理由を明確にし、次年度以降の保健指導につなげ  

ることが必要である。  

皿「無関心期」「関心舶」にある対象者への支援  

行動変容のステージ（準備状態）が「無関心期」「関心期」にある対  

象者については、個別面接を中心とした支援を継続して行い、行動変容  

に対する意識の変化をめざす。行動目標を設定はするが、健診結果と健  
康状態との関連の理解・関心への促しや、日常生活の振り返りへの支援  

を確実に行い、対象者にあわせたフォローアップを行う。  
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資料ト3  

「第6回 標準的な健診・保健指導  

の在り方に関する検討会」資料5  

（健康局）  

特定保健指導対象者数の推計  

○男 性  

動機づけ支援   積極的支援   合 計   

40－64   11．8 ％   24．6 ％   36．4 ％   

65－74   27．6 ％  27．6 ％   

40－74   15．5 ％   18．8 ％   34．3 ％   

○女 性  

動機づけ支援   積極的支援   合 計   

40－64   10．2 ％   6．0 ％   16．2 ％   

65－74   15．2 ％  15．2 ％   

40－74   11．5 ％   4．5 ％   16．0 ％   

○男女合計  

動機づけ支援   積極的支援   合 計   

40－64   11．0 ％   15．2 ％   26．2 ％   

65－74   21．0 ％  21．0 ％   

40－74   13．4 ％   11．5 ％   24．9 ％   

注）平成16年度国民健康t栄養調査及びメタポリックシンドローム対  

策総合戦略事業から推計  

注）特定保健指導対象者の割合は、対象集団によって異なるため、各医  

療保険者等は、対象集団の健診データを用いて、推計を行う必要が  

ある。   



第6回保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会  

資料2－1  

目標に係る参酌標準及び加算・減算に関連して  

これまで（第4回・第5回）に挙がった論点   

※ゴシック部分が今回の論点ペーパー （資料2－2）に記載のもの   

1．参酌標準について  

方向性（案）  主な論点   

○健診については保険者の種別で異なる参   
酌標準を設定   

●被用者保険の被保険者については事業主健診  

の充当を考慮。   

●被用者保険の中でも、中小・零細企業を抱える  

総合型健保・政管健保と単一健保・共済組合と  

で異なる参酌標準を設定。   

●事業主健診が充当できない被用者保険の被扶  

養者や国保について考慮。   

●保健指導実施率は、健診の場合の事業主健診  

のような実施率に影響する明確な要因はない。  

メタボ該当者・予備群の減少は保健指導の結  

果によるものであるから、保健指導の実施率に  

差を設けない以上、減少率にも差を設けない。  

○保険者の種別（地域／職域、あるいは国保／   

政管／健保／共済、等）によって置かれてい   

る状況が異なることを踏まえた参酌標準の   

設定が必要ではないか。   

●事業主健診が充当できる被用者保険と国保と  

では、健診受診率のベースに大きな違いがで  

るのではないか。   

●被用者保険の中でも、中小・零細企業を抱える  

総合型健保・政管健保と単一健保・共済組合と  

では、健診受診率に開きができるのではない  

か。   

●被用者保険は、本人は事業主健診により高い  

受診率が見込まれるが、被扶養者については  
受診率を高めることが難しいのではないか。   

●よりリスクが高いと考えられる高齢者を多く抱え  

る保険者は、保健指導を実施しなければならな  

い者が多くなるために実施率を高めること、また  

メタポリックシンドローム該当者・予備群を減少  

させることが莫経しいのではないか。  

2．参酌標準（健診実施率）について  

主な論点   方向性（案）   

健診実施率を算定する分子・分母の数か  

ら、年度途中で転入又は転出の異動をし  

た者に係る数は除外するべきではないか。   

同じグループ内の保険者でも、被保険者・  ○被扶養者の比率が比較的高い保険者に   

被扶養者の構成が平均的な割合と大きく   ついては、当該保険者の実際の被保険者   

異なる保険者については、平均的な保険  数・被扶養者数の比率で参酌標準を設定   

者と比して過度に厳しい目標値となる可能  

性がある。これを避けるために、保険者ご  

とにその被保険者・被扶養者割合を考慮し  

た、異なる参酌標準とする案もありうるが、  

どう考えるか。  

3．参酌標準（保健指導実施率）について  

主な論点   方向性（案）   

年度をまたいで積極的支援を受けている  ○年度をまたぐ場合、初回暗面接終了時点   
者も分子に算入するべきではないか。   で実施率に算入（途中脱落は算入せず）   
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第6回保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会  

No 主な論点   方向性（案）   

5  ○動機づけ支援の実施率と積極的支援の実  ○実際に加算・減算を算定するH24時点に  

施率は別々に算定しておくべきではない   おいて、積極的支援の実施率をより高く評  

か（加算・減算時に、積極的支援の実施率   価するべきかどうかは、後年、各指標の達  

をより高く評価できるよう）   成状況を見ながら判断。  

○施行当初は動機づけ支援と積極的支援を  

合算した実施率を見ることで始める。  

○なお、後年、動機づけ支援と積極的支援の  

実施率を別個に評価する可能性を考慮  

し、支払基金への実績報告では分けて記  

載する様式としておく。   

4．参酌標準（メタボ減少率）について  

再d   主な諒競   方向性（秦） 

OH20の数は健診実施率が低い保険者もあ  ○メタボ減少率は、各保険者の実数ではな  

6  
ることから、性別・年齢別での標準的な発   く、性別・年齢別での発生率を用い、それ  

生率を用いた推計値を用いるべきではな   に標準的な性・年齢構成の集団を乗じるこ  

いか。   とで該当者・予備群の数を算出   

○該当者→予備群の率と該当者・予備群→  ○第一期は個人の変化を捕捉する評価手法  

非該当の率を別個に算出しておくべきで   は採用できないため、集団単位で評価。  

7  

はないか（非該当になった者のみ評価す  ○集団単位でも該当者から予備群へと変わ  

るのではなく、該当者から予備群へと変わ   った者を算出する代替的な方法はあること  

った者も評価するため）   から、集計項目としては用意できるが評価  

には利用せず。   

○母集団自体が高齢化（高齢な被保険者の  ○年齢構成に差のある保険者を公平に評価  

新規加入を含む）していくこと戸ゝら、メタポリ   できるよう、年齢補正を行う  

ツクシンドロームの減少に向けた努力が、  ○各保険者における、年齢階層別（5歳階  

8  被保険者の年齢構成（高齢化）によって打   級）・性別での該当者・予備群の割合を、全  

ち消されないよう、配慮が必要   国平均的な年齢・性別構成のモデルに乗  

じ、その数（＝補正後の該当者・予備群の  

推計数）で減少率をみる   

○該当者・予備群に受療中（服薬中）の者を  ○受療中（服薬中）の者の増減は保険者の  

含めた数の減少を見ていくべきではない   健診・保健指導の成果指標には位置づけ  

か。   ない。  

●「該当者」から「受療中（服薬中）」に変化した場  ●成果指標であることから、保険者の努力である  

合に、「該当者」でなくなってしまう（改善したと   保健指導によって減少を図った部分を目標（評  

評価されるおそれがある）。   価指標）とすることが妥当。  

●保健指導の効果の範囲外である受療中の者  
9  の増減、あるいは保険者の努力に反し生活習  

慣を改善せず「受療中」に変化した者がいるこ  

とまで、保険者がその責を負うのは不適当。  

●第一期の基準値となる平成20年度は、新制度  
開埠当初ということで健診実施率が低いため  

に、補正した推計値を用いることから、第一期  

については、個人の変化を捕捉する評価手法  

は採用できない   
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主な論点   方向性（案）  

○集団単位でも算出する方法はあることから  

集計項目としては用意できるが評価には  

利用せず。   

5．加算・減算について  

主な論点   方向性（案）   

）加算・減算の評価に用いる指標は、各保険  

者が設定した目標値ではなく、国が基本指  

針で定めた参酌標準とすべきではないか。   

〕平成26年度以降の加算・減箕措置は、第  ○前回の資料で、以下の考えに基づき、第   

一期（平成25年度分）と異なり、前年度比   一期と異なり前年度比としているが、計画   

の実績をみる理由は。   開始の前年度（平成24年度）との比較で  

毎年度の実績をみていくという方法もある  

ので、より妥当な評価方法となるよう、今  

後検討。  

●制度施行当初からの評価は困難なことから、  

加算・減算は第一期終了後の平成25年度分  

から実施するため、第一期は毎年ではなく期間  

を通じた評価としたが、平成26年度分以降は  

毎年加算・減算を行うことから、毎年何らかの  

評価を行う必要がある。  

●第一期と同様に、計画期間の最終年度にのみ  

新たな数字で評価（平成26～29年度は、平成  

25年度の実績に基づく加算・減算を続け、平  

成30年度に、平成29年度目標の達成度合い  

に応じた加算・減算に切り替える）のでなく、毎  

年度、新たな実績数値で評価を行うことが望ま  

しい。   

⊃評価方法について   ○多様な考え方があり、現時点では、評価方   

●特定保健指導の実施率については、積極的支   法の枠組みの議論にとどめ、データの集   

援の実施率をより高く（例えば2倍に）評価する   積・分析をもとに、実施状況を見て、2～3   
べきではないか。  

●非該当になった者の率とは別に、該当者から予  
年後に改めて具体的な方法を検討して定  

備群へと変わった者の率も評価するべきではな  
めていくこととすべきではないか。  

いか  ○事業開始後2年度を経て実績も出てきた  

●同じ参酌標準となっている保険者グループ内  平成22年度に、各保険者における実施状   

での相対評価とし、そのグループ内で加算減   況を踏まえ、必要に応じ、参酌標準も含め   
算するべきではないか   た目標見直しの議論が行われることが必   

●初年度（H20）に比べて大幅に改善した場合に   要ではないか。   
は、その保険者の努力を評価すべきではない   ○後期高齢者支援金の加算・減算制度にお  

か  
ける、参酌標準値の達成・不達成の評価   

03指標と加算（あるいは減算）との関係  

●第1期は制度発足当初であり、メタポリックシン  
等の制度運用についても、事業実績が出  

ドロームの該当者・予備群の減少（保健指導の  て一定の評価も可能となる平成22年度以  

効果が現れる）には一定の時間を要することか  降に、詰めた検討を行うべきではないか。   

ら、成果指標ではなく、健診実施率・保健指導  

実施率による評価を基本とすべきではないか。  
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主な論点  

●成果が出ればよいことから、メタポリックシンドロ   
ーームの該当者・予備群の減少率が達成されて   

いるかどうかを重視した評価をすべきではない   

か。  

●3指標全てを達成した場合のみ減算する等シン   

プルなやり方がいいのではないか。  

●同じ「未達＝×」であっても、達成が程遠い場   

合と、わずかに達成できなかった場合とで差を   

つける考え方もある。  

●ポイント制とし、3項目の間で点数にウェイト付   

けする、合計点で合格ラインを設定する、等の   

考え方もある  

●加算・減算の幅を当初から10％とするか、段階   

的に引き上げるか  
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特定健康診査等実施計画の  
参酌標準等に関する論点   



1．被保険者・被扶養者の構成が平均的な割合   
と大きく異なる保険者の取扱いについて  

● 保険者としての目標については、参酌標準として定めた「被保険者に対する目標」と  

「被扶養者に対する目標」とを加重平均した値を基礎に算定することとしているが、全   

国平均で一律に設定した場合、被扶養者割合の高い保険者については、平均的な取   

組での達成が困難となってしまうことから、配慮が必要ではないか。  

● 特に、保険者目標80％のグループ（被保険者85％、被扶養者65％）については、   
被扶養者比率が5％程度の保険者から50％弱の保険者まで10倍近いばらつきがあ   
ることから、一律の目標を定めるのは適当ではないのではないか。  

∫′′◆被扶養者の比率が25％を超える場合、加重平均値が80％を下回ることから、同比’、1 1  
痘ムぞつに0エコヒ士空言二乙但瞼喜l－′rlヽナl＋ ヱ′n但托仝喜′n±出土土着喜トレち転フヒR∃lヽ★＿h口舌三巨 ：   率が25％を超える保険者については、その保険者の被扶養者比率を用いた加重平   
均値を参酌標準とすることとしてはどうか。  

◆ 保険者目標70％のグループ（被保険者75％、被扶養者65％）については、被扶   
養者比率のばらつきは11～42％と小さく、かつ、被保険者の目標と被扶養者の目標   
の差は10ポイントと小さいことから、一律の目標設定とする方がわかりやすいのでは  

t l、、、ないか。  
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参考：健診実施率の参酌標準案の算定の考え方  
（前回提示の案）   
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（単位：千人）   
平成24年度推計   合計                           今計    被扶養 者  牟計    被扶 養 ‡∵者喜≡≡‡  卓隼    被扶養 者  ー合計    坤夫養 二者  ’合計    琴醸  卓亘  
対象者駄推吉¶画  57．113  7，107  4，675  乙432  3，603  2，558  1，糾5  3，406  2，347  1，059  14，910  10，755  4，155  1，816  1，077  739  26，270  23，110  
目標実施率   70．仇  ．＿78捌  － 85．仇  65．0％   ＿．？2≠瑠 75．肪   65．肌  ‖7pj瑠 75．仇   65． 
目標実施者数  39，988  5，554  3，973  1，581   10，767  8，067  2，701  1，288… 808   4 
※H15の実績値を、人口推計や労働力比率等を用いて推計  

l芸塁竺諾意完富忘接淵賢鷲莞温要覧芸雪男藷を鮎登院推計値を、平成‖年川月末時点での比率（障害認定堵健受給対象者も含む）で按分l  
■ 

l志詔書…三等…諸賢乙7去冒？．． 

（修正案）  

単一健保・共済  

被扶養者比率が   被扶養者比率が   鱒合健敵政管（船壌含む）個保組合   市町村国保  

25％未満  25％以上   

当該被保険者の実際  
80％  の被保険者数・被扶  70％   65％   

養者数での算出  
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2．平成26年度以降の支援金の評価基準について  

○ 平成26年度以降の加算一減算措置については、第一期（平成25年度分）と異なり、   

前年度比の実績をみるという案を示している。これは、  

● 制度施行当初からの評価は困難なことから、加算一減算は第一期終了後の平成25年度分   

から実施するため、第一期は毎年ではなく期間を通じた評価としたが、平成26年度分以降   

は毎年加算・減算を行うことから、毎年何らかの評価を行う必要がある。  

● 第一期と同様に、計画期間の最終年度にのみ新たな数字で評価（平成26～29年度は、   

平成25年度の実績に基づく加算一減算を続け、平成30年度に、平成29年度目標の達成度   

合いに応じた加算・減算に切り替える）のでなく、毎年度、新たな実績数値で評価を行うこと   

が望ましい。  

という考えに基づくものである。  

○ ただし、その方法としては、前年度比でみるという原案の方法だけではなく、計画開  
始の前年度（平成24年度）との比較で毎年度の実績をみていくという方法もあるので、   
より妥当な評価方法となるよう、今後検討していくこととしたい。  
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3．該当者・予備群の減少率の算定について  

●「該当者」から「受療中（服薬中）」に変化した場合に、「該当者」でなくなってしまう（改   
善したと評価されるおそれがある）。  

●「該当者」から「予備群」に変化した場合に、「該当者＋予備群」の総数としては変化  
がないので、改善したと評価されない。  

次の理由から、治療中までを含めた人数の減少率を目標としないことが妥当。  

◎ 成果指標であることから、保険者の努力である保健指導によって減少を図った部分を目   
標（評価指標）とすることが妥当。  

◎ 保健指導の効果の範囲外である受療中の者の増減、あるいは保険者の努力に反し生活   
習慣を改善せず「受療中」に変化した者がいることまで、保険者がその責を負うのは不適当  

◎ 第一期の基準値となる平成20年度は、新制度開始当初ということで健診実施率が低い   
ために、補正した推計値を用いることから、第一期については、個人の変化を捕捉する評   
価手法は採用できない（なお、比較する形での横断的な評価は行えないものの、保険者が   
受診者の経年変化を管理し、保健事業を適宜実施していくことは、保険者機能として為され   
るべきものであることは言うまでもない）。  
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◆ なお、目標とはしないものの、該当者が予備群になったことも評価できるよう、該当   
者だけの増減を目標とは別に把握することとしており、同様に「該当者・予備群である  
が服薬中のため保健指導対象から除外した者」の増減も別途把握し、将来的に評価．；  

、、、、、 
、 
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参考1：算定方法案  
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を複数（3つ）設定するということは、該当  
関
 
 

標準のみを複数置くことを意味し、各々の値をどの   ■
l
 
 

ように定めるか、同率にするのか、差をつけるのか等の議論・検討が必要となる。  

○ 第1期の評価指標としては全数分のみとし、その他の式の採用については今後の検   
討課題としたい。  

◆将来的に、積極的支援も評価（該当者から改善された者も評価）できるよ  
うに基準年度と当該年度の該当者のみの減少率も算出  

◆算定時点における母集団の構成・大小の影響を排除するため、基準年度  
考え方  の該当者数は、基準年度における該当者が含まれる割合に当該年度の  

母集団を乗じて算出する補正を行う。  

◆同様に、該当者で服薬中の者についても将来的に評価できるよう、基準  

年度と当該年度の服薬中の該当者のみの減少率も算出   

評価に  
全数分   ト  

当該年度の健診データにおける該当者及び予備群の数  

使用  基準年度の健診データにおける該当者及び予備群の数   

該当者  
当該年度の健診データにおける該当者数  

将来的  ト  

に使い  群   
基準年度の健診データにおける該当者数  

うる算  

定式  で服薬  1一 
当該年度の健診データにおける該当者のうち、服薬中の者の数  

中の者  基準年度の健診データにおける該当者のうち、服薬中の者の数   

※ここでの算出式におけるl数   」は、各保険者における実際の人数ではなく、評価用の算定での教である（勿論、各保険署内で実数ベースで管理し保健指  
導の実績評価を行うことは必要）。  

基準年度における数＝基準年度における対象となる者が含まれる割合に、当該年度における標準的な性・年齢構成の集団を乗じて算出した数  

当該年度における数＝当該年度における対象となる者が含まれる割合に、当該年度における標準的な性・年齢構成の集団を乗じて算出した数  
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参考2＝保険者における特定保健指導の成果の検証一管理  
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○成果管理の一手法として、保険者は、例えば下表のような分布表を作成し（表には  
人数を記入）、保険者内の集団の動きや構成比等の変化をみていくことが考えられる。   

◆特に、保健指導対象者から受療中（服薬中）となっていく者（下表塗りつぶし部分）を出さな  
い（できるだけ少なくする）ことに着目する必要がある。   

◆例えば、前年に該当者（但し受療中）だった者が、健診結果は悪い状況のままなのに受療  
を中断しているような場合は、重症化や合併症の発症を予防する視点から、受診の勧奨や保  
健指導対象者としての選定を考える必要がある。  
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（4）その他  

○ 今回参酌標準を設定するとしても、保健指導の実施率及び該当者・予備群の減少率   
を含め、事業開始後2年度を経た平成22年度に、各保険者における実施状況を踏ま   
え、必要に応じ、参酌標準も含めた目標見直しの議論が行われることが必要ではない   

か。  

○ 後期高齢者支援金の加算・減算制度における、参酌標準値の達成・不達成の評価   
等の制度運用についても、事業実績が出て一定の評価も可能となる平成22年度以降   

に、詰めた検討を行うべきではないか。  
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特定健康診査等基本指針（案）  

第一 背景及び趣旨   

我が国は、国民皆保険のもと、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度を  

実現し、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきた。しかしながら、急速  

な少子高齢化、経済の低成長への移行、国民生活や意識の変化など、大きな環境変化に  

直面しており、国民皆保険を堅持し、医療制度を将来にわたり持続可能なものとしてい  

くためには、その構造改革が急務となっている。   

このような状況に対応するため、国民誰しもの願いである健康と長寿を確保しつつ、  

医療費の伸びの抑制にも資することから、生活習慣病を中心とした疾病予防を重視する  

こととし、医療保険者による健診及び保健指導の充実を図る観点から、高齢者の医療の  

確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号。以下「法」という。）に基づいて、保  

険者（法第七条第二項に規定するものをいう。以下同じ。）は、被保険者及び被扶養者  

に対し、糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査及び健康診査の結果により健康の保持  

に努める必要がある者に対する保健指導を実施することとされた。   

本指針は、法第十八条第一項に基づき、特定健康診査（法第十八条第一項に規定する  

ものをいう。以下同じ。）及び特定保健指導（法第十八条第一項に規定するものをいう  

。以下同じ。）の実施方法に関する基本的な事項、特定健康診査及び特定保健指導（以  

下「特定健康診査等」という。）の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事項  

並びに特定健康診査等実施計画の作成に関する重要事項を定めるものであり、法第十九  

条により、各保険者は、本指針に即して、五年ごとに、五年を一期として、特定健康診  

査等実施計画を定めるものとされている。   

なお、法第十一条に基づき、医療貴通正化計画について、その作成年度の翌々年度に  

当該計画の進捗状況に関する評価が行われることを踏まえ、本指針についても、当該評  

価の時期にあわせて検討を行い、必要があると認めるときはこれを変更することとする  

。また、医療貴通正化計画及び保険者の特定健康診査等実施計画が五年ごとの計画であ  

ることを踏まえ、本指針についても、五年ごとに検討を行い、必要があると認めるとき  

はこれを変更していくものである。   

また、特定健康診査等の実施に当たっては、健康増進法（平成十四年法律第百三号）  

第九条第一項に規定する健康診査等指針に定める内容に留意する必要がある。  

＿1＿   
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第二 特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項  

一 特定健康診査の実施方法に関する基本的な事項   

1 特定健康診査の基本的考え方   

（－） 国民の受療の実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々  

に増加し、次に七十五歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療率が上  

昇している。これを個人に置き換えてみると、食べ過ぎや運動不足等の不健康  

な生活習慣がやがて糖尿病、高血圧症、高脂血症、肥満症等（以下「糖尿病  

等」という。）の生活習慣病の発症を招き、外来通院及び投薬が始まり、生活  

習慣の改善がないままに、その後こうした疾患が重症化し、虚血性心疾患や脳  

卒中等の発症に至るという構造が浮かんでくる。  

このため、生活習慣の改善により、若い時からの糖尿病等の生活習慣病の予  

防対策を進め、糖尿病等を発症しない境界域の段階で留めることができれば、  

通院患者を減らすことができ、更には重症化や合併症の発症を抑え、入院患者  

を減らすことができ、この結果、国民の生活の質の維持及び向上を図りながら  

医療費の伸びの抑制を実現することが可能となる。   

（二） 糖尿病等の生活習慣病は、内臓脂肪の蓄積（内臓脂肪型肥満）に起因するも  

のであり、肥満に加え、高血糖、高血圧等の状態が重複した場合には、虚血性  

心疾患、脳血管疾患等の発症リスクが高くなる。このため、内臓脂肪症候群  

（メタポリツウシンドローム）の概念に基づき、その該当者及び予備群に対し  

、運動習慣の定着やバランスのとれた食生活などの生活習慣の改善を行うこと  

により、糖尿病等の生活習慣病や、これが重症化した虚血性心疾患、脳卒中等  

の発症リスクの低減を図ることが可能となる。   

（三） 特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目  

的として、メタポリツクシンドロームに着目し、この該当者及び予備群を減少  

させるための特定保健指導を必要とする者を、的確に抽出するために行うもの  

である。   

（四） 特定健康診査の項目については、法第二十条の厚生労働省令で定めるものと  

する。  

2 特定健康診査の実施に係る留意事項   

（－） 特定健康診査を実施するに当たっては、事業者健診との関係を考慮すること  

、被扶養者の居住地は様々であり、受診の利便を考慮する必要があること等、そ  

れぞれの実情を踏まえた実施方法とすること。   

（二） 特定健康診査の精度を適正に保つことは、受診者が健診結果を正確に比較し  

、生涯にわたり自身の健康管理を行うために重要である。このため、保険者は、  

特定健康診査を実施するに際しては、内部精度管理及び外部精度管理を適切に実  

施するよう努めるとともに、当該精度管理の状況を加入者に周知するよう努める  

こと。  
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（三） 保険者は、研修の実施等により、特定健康診査に係る業務に従事する者の知   

識及び技能の向上を図るよう努めること。  

3 事業者等が行う健康診断との関係（P）  

4 その他   

特定健康診査の記録の保存義務期間は、規則第○条に基づき、記録の作成の日か   

ら最低五年間又は加入者が他の保険者の加入者となった日の属する年度の翌年度の   

末日までとなるが、保存期間の満了後は、保存してある記録を加入者の求めに応じ   

て当該加入者に提供するなど、加入者が生涯にわたり自己の健診情報を活用し、自   

己の健康づくりに役立てるための支援を行うよう努めること。  

特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項  

1 特定保健指導の基本的考え方  

（－） 特定保健指導は、内臓脂肪型肥満に着目し、その要因となっている生活習慣  

を改善するための保健指導を行うことにより、対象者が自らの生活習慣における   

課題を認識して行動変容と自己管理を行うとともに健康的な生活を維持すること   

ができるようになることを通じて、糖尿病等の生活習慣病を予防することを目的  

とするものである。  

（ニ） 特定健康診査の結果に基づき、特定保健指導の対象者（第三の三及び第四の   

一において「メタポリツウシンドロームの該当者及び予備群」という。）を選定  

し階層化する基準、及び特定保健指導として行う積極的支援及び動機付け支援の  

内容については、法第二十四条の厚生労働省令で定めるものとする。   

2 特定保健指導の実施に係る留意事項  

（－） 特定保健指導を実施するに当たっては、加入者が利便よく利用できるよう配  

慮すること。  

（二） 特定保健指導を実施するに当たっては、対象者に必要な行動変容に関する情  

報を提示し、自己決定出来るよう支援することが重要であること。また、生活習  

慣改善の必要性や行動変容の準備状況によってその支援内容、方法及び頻度が異  

なることに留意すること。  

（三） 保険者は、研修の実施等により、特定保健指導に係る業務に従事する者の知  

識及び技能の向上を図るよう努めること。  

3 事業者等が行う保健指導との関係（P）  

4 その他  

（－） 特定保健指導の記録の保存義務期間は、規則第○条に基づき、記録の作成の  

＿3 ＿   



（第6回 保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会）   

日から最低五年間又は加入者が他の保険者の加入者となった日の属する年度の翌   

年度の末日までとなるが、保険者は、記録の保存期間の満了後に保存してある記   

録を加入者の求めに応じて当該加入者に提供するなど、加入者が特定保健指導の   

意義及び結果を認識し、生涯にわたり自己の健康づくりを行うための支援を行う   

よう努めること。  

（二） 保険者は、加入者の健康の保持及び増進のため、特定健康診査の結果及び診   

療報酬明細書等の情報を活用し、特定保健指導の対象とはならないが、受診の勧   

奨その他の保健指導を積極的に行う必要がある者を選定し、これらの者に対する   

特定保健指導以外の保健指導の実施にも努めること。  

特定健康診査等の実施における個人情報の保護   

1特定健康診査の実施に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法  
律第五十七号）及び同法に基づくガイドライン（「医療・介護関係事業者における  

個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」（平成十六年十二月二十四日医政  

発第一ニニ四00一号・薬食発第一二二四00二号一老発第一二二四00ニ号厚生  

労働省医政局長通知・医薬食品局長通知・老健局長通知）、「健康保険組合等にお   
ける個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」（平成十六年十二月二十七日   

保発第一二ニセ00一号厚生労働省保険局長通知）等）等に定める役員・職員の義   

務（データの正確性の確保、漏洩防止措置、従業者の監督、委託先の監督）につい   
て周知徹底をするとともに、保険者において定めている情報セキュリティポリシー   
についても周知徹底を図り、個人情報の漏洩防止に細心の注意を払うこと。   

2 被用者保険の被保険者に係る特定健康診査のデータについては、被用者保険の被   
保険者に対する就業上の不利益取扱いを未然に防ぐ観点から、事業者への特定健康   
診査のデータの流出防止措置を講じること。  

－4 －   



（第6回 保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会）   

第三 特定健康診査等の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事項  

特定健康診査の実施に係る目標   

平成二十四年度における特定健康診査の実施率を七十パーセントにすること。  

各保険者の目標は次の区分に応じてそれぞれに掲げる値を踏まえて設定すること。  

1 健康保険組合（健康保険法第十一条第一項の規定により設立されたものに限る  

。）及び法第七条第二項に規定する共済組合並びに日本私学振興・共済事業団の加   

入者に係る特定健康診査の実施率 八十パーセント（四十歳以上の加入者に占める   

被扶養者の割合が○・二五を超える保険者にあっては、当該割合に○・二を乗じて   

得た値を○・八五から減じて得た値とする。）   

2 政府管掌健康保険、健康保険組合（健康保険法第十一条第二項の規定により設立   

されたものに限る。）及び国民健康保険組合の加入者に係る特定健康診査の実施率  

七十パーセント  

3 市町村国保の加入者に係る特定健康診査の実施率 六十五パーセント  

特定保健指導の実施に係る目標  

平成二十四年度における特定保健指導の実施率を四十五パーセントにすること。  

各保険者の目標についても、これを踏まえて設定すること。   

特定健康診査等の実施の成果に係る目標  

平成二十四年度において、平成二十年度と比較したメタポリックシンドロームの該  

当者及び予備群の減少率を十パーセント以上とすること。   

各保険者の目標についても、これを踏まえて設定すること。  

＿5 －   
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第四 特定健康診査等実施計画の作成lこ関する重要事項  

保険者が特定健康診査等の実施に関する計画（以下「特定健康診査等実施計画」とい   

う。）において定める事項は次に掲げるとおりとし、保険者は、加入者数、加入者の年   

齢構成、地域的条件等の実情を考慮して、特定健康診査等の効率的かつ効果的な実施に   

資するよう特定健康診査等実施計画を作成すること。  

一 連成しようとする目標   

特定健康診査の実施率、特定保健指導の実施率並びにメタポリツクシンドロームの  

該当者及び予備群の減少率に係る目標を、第三の各号に即し、各保険者の実情を踏ま  

えて定めること。その際、第三の一及びこについては、各年度の目標値も定めること  

○   

特定健康診査等の対象者数に関する事項  

特定健康診査等の対象者数（事業者健診の受診者等を除外した、保険者として実施  

すべき数）の見込み（計画期間中の各年度の見込み）を推計し、記載すること。   

特定健康診査等の実施方法に関する事項   

1実施場所、実施項目、実施時期又は期間、外部委託の有無、外部委託契約の契約   

形態、外部委託者の選定に当たっての考え方、周知や案内の方法、事業者健診等の   

健診受診者のデータ収集方法等を定めること。   

2 特定健康診査等を実施するに当たり、保険者（複数の保険者を代表する保険者を   

含む。本項において同じ。）と健診機関の全国組織との間における健診契約の締結  

、又は市町村の国民健康保険がその被保険者に対して用意する特定健康診査等の枠   

組みを保険者が利用する契約の締結を行う場合には、これらの契約関係者の名称そ   

の他のこれら契約形態に関する事項を記載すること。   

3 2の場合において、特定健康診査の受診券又は特定保健指導の利用券を交付する   

場合には、これらの様式及びこれらの交付時期について定めること。   

4 特定健康診査等の糞用の支払及びデータの送信事務に閲し、代行機関（保険者間   

又は保険者及び健診機関・保健指導機関間における特定健康診査等に要する費用の   

請求及び支払を円滑に行うことを目的とする機関であって、支払代行や請求等の事   

務のために健診機関・保健指導機関及び保険者の情報を管理する機能、簡単な事務  

＿6 ＿   
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点検のために契約情報・受診券又は利用券情報を管理する機能、健診機関等から送   

付された健診データの読み込み、確認及び保険者への振り分け機能、契約内容との   

整合性、対象者の受診資格の有無等を確認する機能、特定保健指導の開始時期及び   

終了時期を管理する機能、請求及び支払代行等の機能等を有する者をいう。）を利   

用する場合には、当該機関の名称を記載すること。   

5 特定保健指導の対象者を抽出し、重点化して行う場合には、その方法を記載する   

こと。  

6 実施に関する毎年度のスケジュールその他必要な事項を定めること。  

四 個人情報の保護に関する事項   

1 特定健康診査等の記録の保存方法、体制、保存に係る外部委託の有無について定  

めること。外部委託をする場合には、外部委託先を記載すること。  

2 特定健康診査等の記録の管理に関するルール（第二の三に掲げる法律及びガイド  

ライン、保険者において既に定めている情報セキュリティポリシー等のルール）に  

ついて定めること。  

五 特定健康診査等実施計画の公表及び周知に関する事項  

特定健康診査等実施計画の公表方法、特定健康診査等を実施する趣旨の普及啓発の   
方法（広報誌やホームページヘの掲載等の利用）等を定めること。なお、特定健康診   

査等を実施する趣旨については、第二の－の1及びこの1を参考にすること。  

六 特定健康診査等実施計画の評価及び見直しに関する事項   

1特定健康診査等の実施及び成果に係る目標の達成状況、その他の特定健康診査等  

実施計画の評価方法について定めること。  

2 1に基づく評価に伴う特定健康診査等実施計画の見直しに関する考え方を定める  

こと。  

七 その他特定健康診査等の円滑な実施を確保するために保険者が必要と認める事項  

＿7 ＿   



冒矧到  
積極的支援 民間事例調査結果  

部会員企業を中心に数社に対して聞き取りを行った結果、15の介入パターン例が報告された。   

180′〉   200～   250～   300～   350′、′   400～   

8   4   0   

支援ポイント幅：180～580ポイント  

20000～   25000′〉   30000～   35000～   40000～   45000～   

5   2   2   4   

価格幅：21，000～85，000円  

支援ポイントと価格は、必ずしも連動しているわけではない。  

支援ポイントの分布幅に比べて価格の分布幅が大きく異なっているのは、次頁に示したような項目をど  

の程度価格に反映させているかの違いが現れたもの。したがって、支援ポイントが少なくても、督促等  
の各種事務連絡を手厚く実施する場合は、価格が高くなることがある。  

（社）日本経済団体連合会 ヘルスケア産業部会   



価格構成上留意すべき項目  

【プログラム実施中に発生するもの】  

各種事務費  

情報システム費  

★別途実費精算とする割合が高い項目   

2  （社）日本経済団体連合会 ヘルスケア産業部会  



民間事業者による保健指導プログラム例（その1）  

開始時   1ケ月目   2ケ月目   3ケ月目   4ケ月目   5ケ月目   6ケ月目  ポイント数   

非  初回 個別面談   
施  
設  

三   195 A二170  

型   】※け行動変容支援÷  B：25   
u  L運動を中心に指   童還墓芸］40Pt  

非  初回 個別面談  ・一・ 

施   設  

型   ●亮■  180 A：160 B：20  

非  初回 個別面談   ・j・ 
195  

施   設  45Pt40Pt 45Pt40Pt  

型   
※lT行動変容支援÷  

●亮■  
A：170  

に指  

B：25   
ト食事を中心  

メールA  
非  

メ十≠鳩   メールB  
個別面談   3往硬  

施  D   5Px3   設  初回  120P   40Px3  580 A：560  120P  

型  「  B：20  

※許諾諾諾詔講習晋票読荒ん諾㌍ニ芳禁弓品誤≡価をかねて実施するo j   

非  

施  
初回 個別面談  ＝＝さ二＝   吾  1▲  

設  
電準A 墾登  185 A：165  

60Pt  

型   高言∴  B：20  

※最終の電話介入は、6ケ月後評価をか ＿＿⊥  

（社）日本経済団体連合会ヘルスケア産業部会  
注：メールAには郵送によるケースも含む。3   



民間事業者による保健指導プログラム例（その2）  

（社）日本経済団体連合会ヘルスケア産業部会  
注‥メールA・Bには郵送によるケースも含む。4   



民間事業者による保健指導プログラム例（その3）  

開始時   1ケ月目  2ケ月目   3ケ月日  4ケ月目   5ケ月目   6ケ月目        ポイント数   

非  

施  K   
初回 個別面談  ㊨   …猟・  

45Pt   
200 A：180   

設  20Pt 45Pt   45Pt   ▼ 45Pt  

r完言蒜論議㌫入は、6ケ月後評価をかねて実施する1  型  
B：20  

非  245  

施  」   
初回 個別面談 30分  1‘   1‘   

45Pt   45Pt  設  
A：225  

型  
B：20   

6ケ月後評価をかねて                 ≡．；；＝＝．● 丘  であるが、要件に併せて  6ケ月目の電話介入は   実施する。 「－一肌冊－ ・一㌦」  
口  

9ケ月日に実施  

吾  非  
初回 個別面談   ＝≡∴？  

施   185 A：165  
設  

‾ l   

型   
B：20  

一三垂垂車重      u ノ▼【」                後評価をかねて実施する   

施  N   

非  

初回 個別面談   ≡＝・一己   ≧喜…▲   ＝彗喜，▲  
120Pt   

230 A：210   
設  20Pt： 45Pt   45Pt  

型  
B：20  

「完議㌫蒜；盲蒜i腑、ねて実施す去。］               」   ▼        【       ．  

施  

設  初回 個別面談   壬  箇  壬  壬  ●・示‖■   180 A：160  
5Pt  80Pt  ■ 80Pt  5Pt   5Pt  

型   
竺※教材は初回面談  

B：20  

初回面談時及び      ；謹≡⊥雲＝＝．≡． 

注＝メールA，Bには郵送によるケースも含む0 5   
（社）日本経済団体連合会ヘルスケア産業部会  



事業者団体における積極的支援の価格  

1．プログラムの支援パターンに基づく試算  

支援パターン1（継続的な支援において個別支援を中心とした例）   

支扱の  支援  累計ポイント  C  
種琴  ′回数   時期  支援形態   時間 （分）   

支援A  
A   B  

ポイント   
C－1   C－2   

初回  0  個呂り支援  20  

面接   

2  2週間後  電話B   10  10  

個別支援  

継続的  
3  80   80  

1か月後   （中間評価）   
31′500  19′950円  24′000円  17′000円  

～61′500円  
な支援  4  e－mailB  5  15  

5  2か月経  個別支援A  20   80   160  

3か月後  e－mailB  5  20   

評価   6か月後  

支援／くターン2（継続的な支援において     個別支援と電話を組み合わせた例）   
支援の  支援  累計ポイント  C  

鱒炉  回薮  軽軋  支援形態   時間 （分）   
支援阜  

A   B  

ポイント   
C－1   C－2   

初回  0  グループ  

面接   支援   

2  2週間後  電話B   5   10  10  

電話A  20   60   60  

3 4  1か月後               e・mailB  l   D  15  22′000  ｝4′650円  21′000円  10′000円   
な支援  電話A  ～55′000円  

5  2か月後   （中間評価）  20   60   1：：0  

e◆mailB  20  

了  6  3か月後    【   40   160  

評価   継続的  8  6か月後  

支援パターン3（継続的な支援において電話、e－ma‖を中心とした例）   
支援の  支援  累計ポイント  

ポイント  
C  

種鱒  桓】数  時期  支援形態   時間 （分）   支援A  A   B 

ポイント   
C－1   C－2   

初回  0  個別支援  20  

面接   

2  5  

電話A  
20   60   60  

1か月後   （中間評価）  21．000  20′1（）0円  19′000円   
～66′000円  

9′300円   
な支援  e・mailB  5  

e－maiユA  40   100  
2か月後  

5   10  20  

60   160  

継続的    3 4   

2．事業者団体の独自の支援パターンによる試算  

支援の  支援  煮計ポイント  
種類  回数   時期  支獲形態    時間 く）   

分   文援A  
D  

ポイント   

初回  
面接   

0  個別支援   20   ／  

2  45   45  

継続的  3   電．話B  10   20  20  18′709円  

な支援  4  2か月目  電  A  15   45   90  

5  3か月日  個別支援A   20   80   170  

評価   6  6か月後  個別支援  
／  

3．特定健診・特定保健指導の実施に関するアンケート調査からの試算（E）  

保健指導  調査結果  動機づけ支援  7′ODO円  ～   12′000円  積極的支援  30．000円  ～   60′000円   
※保健指導は、「標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）」に基づく   
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参考資料2  

特定健診等を実施するための集合契約について  

1．特定健診、保健指導の概要   

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づいて、医療保険者は、平成20  

年度から、その40歳以上75歳未満の加入者に対して、特定健診、特定保健  

指導の実施が義務づけられることとなった。   

いわゆる被用者保険（政管、組合健保、共済）が行う健診については、加入  

者のうち、被保険者本人に対しては事業所で特定健診、特定保健指導が実施さ  

れうる。しかし、被扶養者については、事業所での健診は行われず、また、事  

業所の所在地と関係なく全国各地に居住している可能性があることから、各地  

で特定健診、特定保健指導を実施できる体制を確保する必要がある。こうした  

ことから、被扶養者が全国各地の健診機関で受診できるよう、希望する医療保  

険者は集合契約に参加し、市町村国保と同じ条件で各地の健診機関を受診でき  

るようにするため「保険者による健診・保健指導等の円滑な実施方策に関する  

検討会」で検討が進められてきた。  

（注二）保険者（国保、政府管掌健康保険（国）、組合健保、共済）については、それぞれ国民健  

康保険法、健康保険法、各種共済法等に基づいて、加入者に対する医療等を提供するため  

に設けられた公法人、国又は地方公共団体である。国民皆保険制度の考え方に基づいて、  

我が国国民はいずれかの医療保険に加入している。  

2 代表保険者と医師会等の地域の健診機関との集合契約の概要  

（1） 現行の市町村と地区医師会等の地域の健診機関との契約  

平成19年度まで、市町村は老人保健法に基づいて住民に対して健診  

等を提供する義務がある。市町村は、直営で健診を行う以外に、地区医  

師会等との契約により、市町村が定める単価で、健診機関のうち希望す  

る者等を実施機関として健診を行ってきた。  

これらの契約は、市町村の議会の議決を経た予算により決まった価格  

により、希望する健診機関に事業の実施を委託するものであり、独占禁  

止法上の問題は生じないと承知している。  

－1－   
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（2） 平成20年以降の市町村国保と地区医師会等の地域の健診機関との契  

約  

平成20年度以降は、市町村は国保の保険者としての立場で、引き続  

き、住民のうち、国保加入者に対して特定健診、特定保健指導を実施す  

る義務があり、直営で健診を行う以外に、引き続き同様の委託契約を医  

師会等と結ぶこととなると考えられる。  

（3） 代表保険者と医師会等の地域の健診機関との契約  

平成2．0年度からは、各被用者保険の保険者が全国各地で被扶養者に  

対し地域社会で受診できるようにするため、希望する被用者保険者は、  

① 市町村国保が契約した地区医師会等の健診機関と、② 市町村が定  

めた単価と同額で健診の委託を行うことができるようにしたいと考えて  

いる。  

この際、全ての保険者が全ての地区医師会等の健診機関と契約をする  

ことは事実上困難であることから、契約事務の簡素化を図るため、各都  

道府県ごとに代表保険者を選び（契約への参加を希望する保険者は代表  

保険者に対して委任状を提出する。）、代表保険者と地区医師会等が契約  

事務を行うことを考えている。  

これらの契約は、集合契約に参加する保険者が（1）、（2）における  

市町村と同じ立場にたっものであり、集合契約への参加は、各保険者の  

判断によるものであり、集合契約への参加の有無にかかわらず、各保険  

者が、個別に地区医師会等や健診機関と契約を締結すること及びその契  

約内容が制限されるものではないことから、ただちに独占禁止法上の問  

題は生じないと考える。  

3 代表保険者と日本病院会等の事業者団体との集合契約  

（1） 現行の健康保険組合連合会と日本病院会等との協約  

現在、健康保険組合連合会（健保組合の団体。以下「健保連」という。）  

は、日本病院会・日本人間ドッグ学会（健診機関の団体。以下「日本病  

－2－   
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院会等」という。）と、人間ドック等の実施について、協約を締結してい  

る。その内容は、日本病院会等の会員健診機関のうち希望するものは、  

健保連が定める人間ドックについて、健保連が定めた価格以下で、日本  

病院会等の会員健診機関は提供することなどを内容とする。   

その際、健保連は、日本病院会等の会員健診機関に対して、具体的に  

いくらで提供するのかについて照会し、そのリストを会員保険者に提供  

している。健保連と会員組合の間、日本病院会等と会員健診機関の間に  

は、契約はない。   

これらの協約については、買い手に当たる健保連が価格を定めている  

こと、価格リストも健保連が会員健診機関に照会し作成していること、  

集合契約への参加は，各保険者の判断によるものであり、集合契約への  

参加の有無にかかわらず，各保険者が，個別に健診機関と契約を締結す  

ること及びその契約内容が制限されるものではないことなどから、ただ  

ちに独禁法上の問題は生じないと理解している。  

（2） 代表保険者と日本病院会等の契約  

平成20年度からの特定健診の実施に当たり、希望する被用者保険の  

保険者は、特定健診の項目を含む人間ドック等の実施について、代表保  

険者が定めた価格で、日本病院会等の希望会員健診機関が実施すること  

などを内容とする契約の締結を希望している。  

これらの契約についても、買い手に当たる代表保険者が価格を定め、  

日本病院会等との契約への参加は，各保険者の判断によるものであり，  

集合契約への参加の有無にかかわらず，各保険者が，個別に健診機関と  

契約を締結すること及びその契約内容が制限されるものではないことか  

ら、ただちに独禁法上の問題はないと考えている。  

ー3－   



1．特定健康診査の受診 券（案）  

（
裏
面
）
 
 
 

注意事項  

1．この券の交付を受けたときは、すぐに、下記の住所欄にご自宅の住所を自   
署してください。  

（特定健康診査受診結果の送付に用います。）  

2．特定健康診査を受診するときには、この券と被保険者証を窓口に提出して   

ください。どちらか一方だけでは受診できません。  

3．′特定健康診査はこの券に記載してある有効期限内に受診してください。  

4．特定健康診査受診結果は、受診者本人に対して通知するとともに、保険者   
において保存します。  

5．健診結果のデータファイルは、決済代行機関で点検されることがある他、国   

への実施結果報告として匿名化され、部分的に提出されますので、ご了承   
の上、受診願います。  

6，被保険者の資格が無くなったときは、5日以内にこの券を保険者に返してく   
ださい。  

7．不正にこの券を使用した者は、刑法により詐欺罪として懲役の処分を受け   

ることもあります。  

臥この券の記載事項に変更があった場合には、すぐに保険者に差し出して訂   
正を受けてください。  

（
表
面
）
 
 

このORコードは、券面の情報の入力ミスを防ぎ、事務の効率化・迅速化を  
図るためのものです。そのため券面の情報以外はコード化されていません。  
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（備考）  

1．この券の大きさは、縦140ミリメートル横90ミリメートル（はがき大）とする。  
2．この券は、対象者1名ごとにこれを作成すること。  

3．「健診内容」欄は、複数に該当する場合には、全て記載すること。追加の健診項目がある場合には、その他の欄に   
記載すること。また、追加の健診項目が無い場合は、その他の欄は抹消すること。  

4．「窓口での自己負担」欄は、3つの欄全てに、受診者の負担額（あるいは割合）、もしくは保険者の負担額（あるいは   
割合）を記載すること（例：「受診者負担1000円」「保険者負担30％」等）。自己負担なしの場合は、欄に斜線を入れ   
ること。また、追加の健診項目がない場合は、「その他」欄に斜線を入れること。  

5．「契約とりまとめ機関名」欄には、  

●全都道府県の国保ペースの契約のみであれば記載なし（空欄）。但し、契約に不参加の都道府県がある場合、  
除外する都道府県名の記載が必要（参加する都道府県数の方が少ない場合は、参加する都道府県名のみ記  
載）。  

●国保ベースに加えて、健診機関グループとの集合契約にも参加している場合は、そのとりまとめ機関名（例‥  
全衛連）を記載。  

●集合契約と個別契約が混じる保険者は、以上のような表記に加え、「個別」と記載（健診機関が窓口にて個別  
契約の有無を識別し、当該機関が個別契約も行っているかの確認を喚起する目的で表示）  

6．「支払代行機関名」は、必要ない場合は抹消すること。  

7．必要があるときは、健診内容、窓口での自己負担、注意事項その他の記載内容について、所要の変更又は調整を   
加えることができる。  

8．裏面にQRコードを印刷する場合は、表面に表示されている事項についてのみを、共通仕様（別紙「受診券QRコード   
収録項目（案）」）に基づき生成すること。  

受診券   利用券   

セルサイズ   0．33mm   

コードサイズ   28．05×28．05mm   25．41×25．41mm   

バージョン   15   13   

誤り訂正レベル   M   
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2．特定保健指導の利用券（案）  
注意事項  （

裏
面
）
 
 
 

（
表
面
）
 
 

1．特定保健指導を利用するときには、この券と被保険者証を窓口   

に提出してください。どちらか一方だけでは利用できません。  

2．医療機関に受診中の場合、主治医に特定保健指導を受けても   
よいかどうかを確認してください。  

3．特定保健指導はこの券に記載してある有効期限内に利用してく   

ださい。  

4．特定保健指導の実施結果は保険者において保存します。  

5．保健指導結果のデータファイルは、決済代行機関で点検される   

ことがある他、国への実施結果報告として匿名化され、部分的   
に提出されますので、ご了承の上、受診願います。  

6．被保険者の資格が無くなったときは、5日以内にこの券を保険者   

に返してください。  

7．不正にこの券を使用した者は、刑法により詐欺罪として懲役の   

処分を受けることがあります。  

8．この券の記載事項に変更があった場合には、すぐに保険者に差   

し出して訂正を受けてください。  

このQRコードは、券面の情報の入力ミスを防ぎ、事務の効率化・迅速化を  
図るためのものです。そのため券面の情報以外はコード化されていません。  
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（備考）  

1．この券の大きさは、縦140ミリメートル横90ミリメートル（はがき大）とする。  

2．この券は、対象者1名ごとにこれを作成すること。  

3．「特定保健指導区分」欄は、該当しない事項は抹消すること。  

4．「窓口での自己負担」欄は、利用者の負担額（あるいは割合）、もしくは保険者の負担額（あるいは割合）を記載する   
こと（例：「利用者負担1000円」「保険者負担30％」等）。また、自己負担なしの場合は欄に斜線を入れること。  

5．「契約とりまとめ機関名」欄には、  

●全都道府県の国保ベースの契約のみであれば記載なし（空欄）。但し、契約に不参加の都道府県がある場合、  
除外する都道府県名の記載が必要（参加する都道府県数の方が少ない場合は、参加する都道府県名のみ記  
載）。  

●国保ベースに加えて、保健指導機関グループとの集合契約にも参加している場合は、そのとりまとめ機関名  
（例：全衛連）を記載。  

●集合契約と個別契約が混じる保険者は、以上のような表記に加え、「個別」と記載（保健指導機関が窓口にて  
個別契約の有無を識別し、当該機関が個別契約も行っているかの確認を喚起する目的で表示）  

6．「支払代行機関名」は、必要ない場合は抹消すること。  

7．必要があるときは、窓口での自己負担、注意事項その他の記載内容について、所要の変更又は調整を加えることが   
できる。  

8．裏面にQRコードを印刷する場合は、表面に表示されている事項についてのみを、共通仕様（別紙「利用券QRコード   
収録項目（案）」）に基づき生成すること。  

受診琴   利用券   

セルサイズ   0．33mm   

コードサイズ   28．05×28．05mm   25．41×25．41mm   

バージョン   15   13   

誤り訂正レベル   M   
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（うち、固定長  I12バイト）  
（うち、固定長（区切文字）  7バイト）  
（うち、可変長  344バイト）  

－5－   



利用券QRコード収録項目（稟）   

項 書  区分   項目名稗   データ 長   デーケ址用  最大 バイト   情考   考え方   

】    自動転記対応確認文字．バージョン  戸 ．・  半角文字“8hidou”先行  8  読み取り対たが「利用券である」ことと、バージョン（有効年度）  自動転記対応確掟文字を「＄hidou」としたが．任意のI己号また    I己阜   生摩丙℡下2析   霹！看み取りlさで判財iするための他鶴 
．   は文字で代替可能（懇婁：触保険者証は「Dl）．   

2  半角カナ20桁   20  被保険者；王QRより文字数を拡張（14一一20文字）  
被保険者証との契合のため半角カタカナとしているが、触診  
データファイル機準樺式では全角カタカナとなることから、デー  

性別  
タフ丁イルヘの格納暗に全角へ曹操する必暑 

3  半角鮒辛 
がある＿  

4   

l折   q  1：電＿2：女   抽保険書i正QRと同繊の什I暮＿  
生年月日  半角数字7桁   丁  GYYMMDD（元号／年／月／白）   被保険者証QRと同繊の仕樺  

G＝lこ明治、2：大正、3：昭和、4：平成   被保険者旺との突合のため和暦としているが、健診データフア  
イル標準樽式では西暦8桁となることから、データファイルヘの  
格】鵬鰊に1朽暦へ がある＿   

5  侵l瞼薯†暮縞  侵瞼書手阜  半角数字8桁   8  

¢  半角数字11桁   YY2999999（西暦下2柿／種別1桁／個人寺号8桁）  「年度＋種別＋個人書号8桁」より．蚊字11桁．  
2：特定保健指導（動機付け支は）  
3：特定保健相キ（積極的支援）  

3桁日は＿之もl一くは3＿  

7  特定健鷹診壬受診券整理書号  半角数字11桁   YY柑9999℡（西層下2桁パl別1桁／個人寺号8桁）  「年度＋檀別＋個人書号8桁」より、数字＝桁．  
1：特定健鷹鯵董  

3桁日は＿1でl罰定■  

8  査付生月白  単色杜辛8桁   8  YYYYMMDD（西暦生／月′B）  
9  半鶴牧辛8桁   8  YYYYMMDD（扇l℡生／月／E］】  

10   区分  半角瞥辛1桁   『  1：勤4●付け主用＿ヱ：描掩的音吐  

負担区分  半角数字1桁   l  l：利用者は負担なし、之：利用者は定額負担．3：利用者は定 重曹l巨 
．ヰ：侵陸曹は雷錆色18  

12  負週内容  半角数字○桁   8  「負担区分」＝2－4のときに使用。  
＝2・4のとき、ば  
≡3のとき、割合  

を収煉。  
例．負担痛が1万円の場合、rOlOOOO」を収煉。  
例．負過割合が33．OZ％の場合、rO330之0」を収録。  
※rl：利用著は■柑なLlのi■含はrOOOOOOlを収鰻＿  

13  契約とりまとめ機関区分1  半角好手1桁   l  1：国保ベース、2：国保ベース＋契約とりまとめ機関．3：国保  
ベース＋蟹肋♪り壬♪めl暮憾＋個別響】的  

川  契約とりまとめ機関区分（全衛連に  半角触宇1桁   山  契約とりまとめ機関のうち、全衛連にて利用が可能であれば「  
おける優給可否）  1l＿不可なら「Olナナる＿  

15  契約とりまとめ機関区月（結核予防  半角数字1桁   l  契約とりまとめ機関のうち、轄桜予防会にて利用が可能であ 「 
舎における智踏石一石l  九ば1】．不言lならrOl上する．  

1¢  契約とりまとめ機関区分（人間ドック 隻会における智鯵可否）  半角数字1桁   山  契約とりまとめ機関のうち、人間ドック学会にて利用が可能で 「 
あ九ば1】．不可ならrOlとする＿  

17  契約とりまとめ機朋区分（予防医学  半角数字l桁   山  契約とりまとめ機関のうち、予防医学書♯中央会にて利用が r 
義中央会に出ける宙総1訂不）  可能であ九ばll．不可ならrOtとする＿  

柑  契約とりまとめ機朋区分（訂本総会  半角数字1桁   l  契約とりまとめ機関のうち、日本総合健診医学会にて利用が r 
傭給医輩金における智鯵石一再）  可能であれば】l．不可なら佃l′する＿  

19  契約とりまとめ機間区分（全日本病  半角数字1桁   l  契約とりまとめ機関のうち、全日＃病院協会にて利用が可能 r 
院協会における智許可雷）  であ九ばll．不可なら「Ol′する．  

ヱ0  契約とりまとめ機関区分（東京都総  半角数字1桁   契約とりまとめ機関のうち、東京都総合組合保健施設振興協  
合租合保健施設振興協会における  会にて利用が可能であれば「1」、不可なら「0」とする。  
啓鯵可否l  

21  契約とりまとめ機関区分（その他に  半角財字1桁   契約とりまとめ機関のうち、その他（全衛連、結核予防会．人  
おける受診可否）  間ドック竿餞㌧予防医学書集中央会、日本総合健診医学会、  

Ⅶ区分  
全日本病院協会、東京あ総合鳩舎保健施王斐振興協会以外） にて利用が盲l‡巨であ九ばrll．不可なら佃lとする＿  

ZZ  半角壮辛1桁   ロ  1：圭払▲金．2：国保凛全会＿3：千の柵  
之3   代行機朋書号  半角英数8桁   8  「特定唯i夢データの電子的交換のためのファイル仕様（某）」の  

（区切り文字）   数1桁   

r代雷〒l徽相手号lによる＿   

保険者情報  ロ  「l牟はtl＿   ♯侵臨書王事QRトロ】■の什‡暮＿  

24  保験署名稗   可変長  漢字   l  

一区切り女手）   半角蓋世1桁   

r特定咄鯵データの電子的交換のためのファイル仕樺（藁）」の r4者官tI】勝機憾名隷tと同繊にエリア】膵雷＿  

口  「＿l多収Il＿   

25  保険事前在地   ・■し  漢字   80  
触侵陸曹旺QRと厨】暮の仕繊＿  
「特定せ鯵データの電子的交換のためのファイル仕躊（其）」の  

（区切り文字）   

「著書定離総l暮憾再拝】脆l♪E‖義にエリア誰雷＿  

色墓相1桁   【  「．1牟収蛙＿   纏保瞼書評QRと厨l暮の什繊＿  
之8  保険着電諸事号   可ま華  半角美甘   15  「特定健鯵データのt子的交換のためのファイル仕繊（纂）Jの r緒言傭鯵】■憾t惜春阜l′閻】♯にエリア貯冒 

（区切囚文字）   

．   

利用券情報  壮1折   山  rトを弛tl＿   ♯1星瞼：蓼i冨QRと厨雷■の什雷暮．  
之丁  代行機間名   可変長  漢字   40  1t行機関名称を収録する．   「特定健診データのt子的交換のためのファイル仕欄H稟）」の 「特定廿鯵l■Ⅶ名秩lと同機にエリア貯雷（全角20女字） 

．  

♯一度瞼著江QRと肩はの什繊＿  
契約とりまとめ機関区分（除外県）  可変長  半角英数   当然ながら、＋と－が混在することはなく、いすれかのみとな  

利用可能なれを列l己するl■合、冒現に「◆」を収録する。  
利用対た外となるれを列記する場合、冒頸にr－Jを喋繰する。  
例．文京♯（寺号「13」）のみ椎扶♯書がいる場合には、r◆13」  
を収燻する．  
礼文京も（寺号「13J）に被扶養者が一人もいない場合に  
は、r－13」を収繰する．  
例．東京都（寺号r13」）、神菜川れ（書号r14」）に被扶養毒廿  
一人もいない量■含には＿「－13日盾収t圭する．  

抽倶陸曹t正QRと冒I暮の仕檀．  
28 29  「特定償鯵データの電子的交換のためのファイル仕け（藁）」の 「措定1檜給l鶴間未熟lと尉繊にエリア雪♀雷（全角20文字） 

．   

射披保険者証の肥号・寺号」は・利用券の表紀より削除  合計（最大）mバイト  
（うち、固定長  107′くイト）  

（うち、固定長（区切文字）  ○′くイト）  
（うち、可変長  Z64バイト）  

ー6－   



特定健診・特定保健指導データのファイルイメージ   

（医療保険者から国への実施結果報告）  

特定健診・特定保健指導情報の   
交換用基本情報ファイル   

受診者情報等を  
削除し匿名化し  

たファイル（受診  

券整理番号等に  

より同一受診者  

のファイルを組  

付け）   

特定健診   

情報ファイル  

（健診結果データ）   

特定保健指導  

情報ファイル  

（保健指導結果データ）  

特定健診・特定保健指導   

の集計情報ファイル  

（総括表＋性別・各年代毎）  



医療保険者から国への実施結果報告のためのファイル仕様（案）   

1特定健診・特定保健指導惰嘲の交換用基本情報ファイル  

フィールド名称   最大  
モード   ／くイト  データ 形式   記録内容   備考  

種別   数字  ロ  固定  保険者から国への実施結果報告：r9」を記録   別表1参照  

送付元機関   数字  10  可変  保険者番号を記録   別表2参照  

数字  10  可変  社会保険診療報酬支払基金   別表2参照  

作成年月日   

送付先機関  

数字  8  固定  ファイルの作成年月日（西暦）を記録  

実施区分   数字  ロ  固定  国への実施結果報告：「3」を記録   別表3参照  

稔ファイル数   ［享夏蚕垂録内容  数字  6  可変  特定健診・特定保健指射†報ファイルを作成した総ファイル数を記録  

2 特定健診情報ファイル  

乃記録内容   フィールド名称   最大  モード   バイト  デ 解説   備考   

実施区分   数字  ロ  固定  特定健診：「1」を記録   別表3参照  
l診受診情報  

実施年月日   数字  8  固定  特定健診の実施年月日（西暦）を記録  

特定健診機関番号   数字  10  固定  特定健診機関番号を記録   別表2参照  

名称   漢字  40  可変  特定健診機関名称を記録  

整理用番号1   数字  16  固定  保険者から国に送付する  

整理用番号2   数字  16  固定  時のみ使用（検討中）  

生年月日   数字  8  固定  特定健診の受診者の生年月日（西暦）を記録  

男女区分   数字  ロ  固定  特定健診の受診者の性別を記録   別表ヰ参照  

英数  8  画定  特定健診の受診者の郵便番号を記録   NNN－NNNN   

数字  皿  固定  保険者が記載した受診券の整理番号を記録   別表5参照   

漢字又 は美蝕  40  可変  特定健診の項目名を記録  

標準的な健診・保健  
指導プログラム別紙7  

数字  10  可変  特定健診のデータ値を記録  －1⑤  

漢字又 は英歎  10  可変  特定健診のデータ値の単位を記録  

郵便番号            芦情報  受診券整理番号            吉男・問診結 ヨ の判断による 署目を含む）                 項目名            項目コード   

3 特定保健指導情報ファイル  

〉記録内容   フィールド名称   最大  
モード   ／くイト   解説   備考   

実施区分   数字  ロ  固定  特定保健指導：「2」を記録   別表3参照  

健指導利用               実施年月日   
数字  8  固定  特定保健指導の実施年月日（西暦〉を記録  

実施時点   数字  1  固定  特定保腱指導の開始時・終7時等の別を記録   別表g参照   

健指キ機関  特定保健指導機関番号   数字  10  固定  特定保健指導機関番号を記録   別表2参照  

名称   漢字  40  可変  特定保健指導機瀾名称を記録  

整理用番号1   数字  16  固定  
保険者から国に送付する  

整理用番号2   数字  16  直走  
時のみ使用（検討中）  

情報  生年月日   数字  8  固定  特定保健指導の利用者の生年月日（西暦）を記録  

男女区分   数字  ロ  固定  特定保健指導の利用者の性別を吉己錬   別表4参照  

郵便番号   英数  8  固定  特定保健指導の利用者の郵便番号を記録   NNN－NNNN   

利用券整理番号   数字  皿  固定  保険者が盲己載した利用券の整理番号を盲己録。   別表5参照  
情報  

特定健診受診券整理番号   数字  皿  固定  保険者が記載した利用券の特定健診受診券整理番号を記録  別表5参照   

保健指導レベル   数字  l  匝定  動機づけ支援又は積極的支援の別等を記録  

導結果情報  数字  ロ  固定  支援形態の別を記録  別表11参照諾芸驚   

回数   数字  3  可変  支援国勤を記録  

別表10参…  

捜指躊プ   
ログラム   

ポイント   数字  5  可変  支援ポイントを記録  
別紙7－  
1√官＼  

4 特定健診・特定保健指導情報の集計情報ファイル  

別表12参照  

※ 西暦は数字“YYYYMMDD’’の形式で格納するが、入力時・出力時のみ被保険者証や受診券等の印字を鑑み和暦（数字‘GYYMMDD”の形式）で対応することも考えられ  
※ 各ファイルはXML標準形式とする。本表は必須項目の一部を示したものであり、XML標準形式に整形するために必要な情報項目が追加される予定である。  
※ XML横車形式の詳細な技術的規格はhttp：／／tokuteikenshinJp上で公開される。   



コード名   コード   内容   備考   

特定健診機関又は特定保健指導機関から代行機関   請求  

2   代行機関から特定健診機関又は特定保健指導機関   返戻  

3   代行機関から保険者   請求  

4   保険者から代行機関   過誤請求  

種別コード   5   特定健診機関又は特定保健指導機関から保険者   

6   保険者から特定健診機関又は特定保健指導機関  
代行機関を介しない場合  

7   保険者から保険者  

8   その他  

9   保険者から国（支払基金）   実施結果報告   

特定健診機関等の番号  

コード名   ／くイト数   内容   備考   

10  特定健診機関番号・特定保健指導機関番号   
番号の設定については、  
別紙参照  

8   代行機関番号  

健診機関等の番号                 8   保険者番号  

国（支払基金）   1：国 2：支払基金  

未定  その他  

実施区分コード  

コード名   コード   内容   備考   

特定健診情報  

実施区分コード   2   特定保健指導情報  

3   国への実施結果報告  

別表4 男女区分コード  

コード名   コード   内容   備考   

男  
男女区分コード   

2   女  

別表5 受診券・利用券整理番号設定ルール  

年度番号「2桁」（西暦下2桁）＋ 種別「1桁」＋ 個人番号「8桁」  

種別番号   種別   備考   

特定健康診査  

2   特定保健指導（動機づけ支援）  

3   特定保健指導（積極的支援〉  

※ 発行に当たっては、整理番号は連番とし、欠番は設定しない。  

※ 個人番号部分については、保険者の実情に応じて設定できる。  
（発行場所が複数拠点の場合に、支所番号を先頭l二付番する等。ただし、その場合でも連番での設定を遵守すること。）  

窓口負担コード  

臓
［
ト
 
 
 

コード名   コード   内容   備考   

受診者・利用者は負担なし  

2   受診者・利用者は定額負担   （単位：円）  

窓口負担コード   
3   受診者・利用者は定率負担   （単位：％）  

4   保険者が定額負担   （単位：円）  



別表7 代行機関の処理結果  

コード名   コード   内容   備考   

01  データの記録形式不備  

02  データの記録もれ  

03  健診結果データ異常  

04  契約対象外  

返戻理由コード  05  受診券・利用券の整理番号不備  

06  有効期限外  

07  窓口負担金額不備  

08  健診・指導機関からの取下げ依頼による  

具体的内容を返戻理由2に記録   09  その他  

別表8 過誤返戻理由コード  

コード名   コード   内容   備考   

01  被保険者証の記号・番号の誤り  

02  受診券・利用券の整理番号の誤り  

03  受診者・利用者氏名の誤リ  

04  該当者なし  

過誤返戻理由コード  05  保険者番号と記号の不一致  

08  資格喪失後の受診   
資格喪失日・証回収日を過誤返  
戻理由2に記録  

07  重複請求   複数回健診受診等を含む  

08  健診・指導機関からの取下げ依頼による  

09  その他   
具体的内容を過誤返戻理由2に  
記録   

別表9 保健指導実施時点コード  

コード名   コード   内容   備考   

開始時  

2   終了時  
保健指導実施時点コード   

3   6カ月経過時（決済データ 要）  

4   6カ月経過時（決済データ 不要）  

別表10 保健指導レベルコード  

コード名   コード   内容   備考   

動機づけ支援  
f旨導レベルコード   

2   積極的支援  

別表11支援形態コード  

コード名   コード   内容   備考   

個別支援 A  

2   個別支援 B  

3   グループ支援  

支援形態コード   4   電話A  

5   電話B  

6   e－mailA  

7   e－mailB  



別表12 特定健診・特定保健指導情報の集計情報ファイル（健診・保健指導実施結果報告）のイメージ  

（医療保険者一→国・支払基金）  

※性別 各年代（40 74歳まで5歳刻み）毎に作成  
男性   

U～J斗兵蔽茶じ〇厩巽りけノ埠l－1’FJlち  

者をまとめたもの）もこの様式を使用。「○～○歳」の部分を「総括表】とする。   
Nd  項目 食輝度   ＝昨年度  錯照獣疫 

当  久 
参照   

□  健  多対象者数※1  年齢層l  

2  健診受診者数（人）  
1のうち、定められた健診項目を全て受診した          2  
者の数  

3  全1本  健診受診率（％）  ＝2／1＊100  3   

2の健診完了者  

4  評価対象者数（人）  きなかったもの  
含んだ数  

5  内  腋脂肪症侯群該当者数（人）  学会基準での該当者  5  

6  ＝5／4＊100  6  

7  旨肪症候群予備群青数（人）  学会基準での予備群  7  

8   内臓   旨肪症候群予備群者割合（％）  ＝7／4＊100  8   

9  血圧を下    る  艮用者の数（   人）  17  

10  る  巨用者の割合（％）  ＝9／4＊100  18  

コレステロールを下      ずる薬服用者の数（人）  23   

※2標準プログラム上は「動機づけ支援の受診者、積極的支援の受診者、すべての健診受診者ごとに集計」とあるが、この実績報告では、全ての健診受診者  
（No4評価対象者）とする。  
※3検査結果の改善により、特定保健指導の対象から外れたのみをカウントする（服薬中の者となることにより、特定保健指導の対象から外れたものを除く）。  
※網掛部分は、当直止算出可能な保険者のみ入力（呈直止必須項目とはしない。但しN030以降はNo44－46を算出するために入力しなくとも値は必要。）  
※本報告イメージ「よ、別紙7－1⑥く保健指導情報）の電子データを用いて、自動的に計算可能。また、備考欄に算出式のあるものは自動計算で入力可能。  
※「参照」欄の番号は、「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）」の様式7「医療保険者における健診・保健指導の評価方法」における番号   



特定健診・特定保健指導データのファイルイメージ  

2 特定保健指導データ  1特定健診データ  

（⊃  

P  

Q  

R   



特定健診データの電子的交換のためのファイル仕様（案）  

1特定せ鯵†▼tの交換用  1本情≠フ丁イル（1送信あたり1ファイノ  し．）   

ファイルの記録内容   フィールド名林   モード  1大 ／くイト  テ一夕 鯵式   た線内容   ■考   
止別   敵手    固定  結果送付・返戻送付専の別を記鐸   別衰1参照  

送付元機虜   数字  10  可嚢  特定止診櫨開事号、代行牡闊番号又は保険者事号を記録  別蓑2参照  

特定蛙診の交換用情報  数字  10  可t  特定膿鯵機内暮号、代行機関番号又は保険者事号を記録  別表2参照  
数字  8  固定  ファイルの作成年月日（西暦）を記録  

実施区分   敵手    固定  特定櫨鯵：「1」を官員   別表3参照  

総ファイル数   数字  6  可ま  特定農鯵情報ファイルを作成した総フ7イル数を配ヰ  

2 特定儀鯵什租ファイル（   1書鯵結果あたり1ファイル．1透償あたり複■ファイJ    レ．）   
ファイルの紀♯内容  フィールド名称   モード  t大 ′くイト  冨   解説   ■★   

受診情報   実施区分   
実施年月日   

数字    国電  特定健鯵：ーりを配鐸   別鼓3参照  

数字  8  匿定  特定吐鯵の実施年月日（西書）をた録  

特定儀鯵機闇書月   数字  10  固定  特定健鞘開書号を記鋒   別嚢2参照  

名楕   漢字  40  可ま  特定瞳鯵機開名称を記鋒  

特定優鯵櫨開¶輪                              轟仕事号   芙蝕  8  瓦定  特定健診機関の熱度番号をた鋒   NNN－NNNN  

所在地   漢字  80  可■  特定農鯵繊細の所在地をl己級  

t鈷暮号   美■  15  可ま  特定瞳診櫨欄のt指事号を記録  

憂理用事号1   敵手  16  画定  保綾香から国に送付する  
整理用暮号2   数字  16  固定  時のみ使用（捜肘中）  

保挨著書号   数字  8  固定  特定健診の受鯵看が加入している保険者の保険青書号を記録  

畿保険者狂専記号   i■亨又 は蔓■  40  可た  特定触診の受鯵奄の禎保険者証書記号をE蠍   レセt■形式と同一  

受診者情報                                                          被保険者証書書号   1事又 け暮■  40  可彙  特定触診の受さ書の被保険者証書書号をた録   レセt暮形式と同一  

特  氏名   全■カタ おナ  40  可変  特定膿鯵の受鯵看氏名を配線  

定  生年月日   数字  8  置定  精定鍵鯵の受鯵書の生年月日く西暦）を記録  
儀  
鯵  男女区分   数字    瓦走  特定錐鯵の受診者の性別を記録   別表4参照  

慣  
●  

郵便儀号   英数  8  固定  特定書鯵の受鯵舌の♯使番号を紀ヰ   NNけ－NトINN  

受診懇情轍  受鯵碁盤理事号   数字    固定  保験暑がた戴した受診券の生理書号を配慮   別衰5蓼R  

有効期限   数字  8  国定  受診券の有効期限（年月日（西■））を記録  

止鯵結果・問診結果  ■▼又 は纂■  40  可嚢  特定■診の巧目名を記録  

情報 （匿蝉の判断による  数字  17  可ま  特定鍵鯵の嘱目コード（JLAClO・17桁コード）を記録  

追加疇目を含む）  数字  10  可変  特定儀鯵のデータ匪をた録  

（抜粋）  ■位   事亨又 l手蔓■  10  可王  特定止鯵のデータiの単位を記録  

導プログラム別艶7－  
1⑤  

項目名   礪：一文 l土暮■  40  可変  任暮追加額目の項目名を記蔓l  

任象追加項目鰯t  数字  17  可変  特定触診の項目コード（JJAClO・17桁コード）を記丘  

情報（抜粋）  故事  10  可変  任意追加項目のデータ仕をた録  

■位   ；■羊又 は稟■  10  可変  任意追加境目のデータiの■位を紀鑓  

橿峯的な健診・尿t指  

3 決済用什■フ丁イル  
（り決満州欄フ▼イル（1■   鯵輪1あたり1ファイル．）   

ファイルの配線内容  フィールド名林   モード  l■大 ／くイト  テ一夕 書式   解決   儀キ   
受鯵M欄   実施区分   敵手    固定  特定t鯵：「1」をた録   別象3参照  

特定t鯵牡開暮号   数字  10  固定  特定t鯵牡調書号を記録  

保瞼音響号   数字  8  固定  特定■鯵の受鯵書が加入している保験書の侵■書暮号を紀書   

畿保験書証等記号   漢字  ヰ0  可蒙  特定健鯵の受鯵書の被保険寺庄事た号を記蠍  

受診書什ヰ  凛事  40  可責  特定優皆の受鯵書の被保険者鉦■暮号をE♯  

氏名   量■カケ カナ  40  可変  特定t鯵の貴鯵者氏名をE鐘  特定儀鯵情報と決済  
生年月日   数字  8  固定  特定t鯵の受持書の生年月日（西暦）を配ヰ  惰鞭を縫付けナるため  
男女区分   敵手  1  固定  特定慮鯵の受鯵看の性別を記■  の什t  

事仕事号   芙杜  8  血走  特定t鯵の受診奄の島仕事号をだ録  

賛鯵♯■理事号   数字    固定  畏験暑が配粧した量鯵欄の生理暮号を記録  
有効期個   触手  9  適定  受診募の青効期限（年月日（西書））を記♯  

窓口■担（▲本的な健診）   触手    周走  よ本的な腱鯵礪日に係る鰹口■担の檀別を記鋒   別♯6事闊  

触手  6  『定  暮本的なt鯵壌Eに優る翳ロ■捏穐諷に応じた■担■（事）をた持  
受診♯情報  

窓口負担（詳■なせ診）   敷事    眉l定  詳細なは鯵項巨に係る窓口■担の種別を正札   別表6●照  

決  敵手  6  固定  鮮■な儀鯵境目に係る露口負担1別に応じた■担傭（事）をた▲  

済  
惰  数字    成定  その他のt鯵（人Ⅶドック書）に優る窓口■担の書別をた鐸  別褒6事照  

報  窓口負担（その他）  数字  6  固定  その他の電■（人Ⅶドック讐）に係る濫ロ■担橿側に応じた■ 拇l馴塞）夢中l■  

■■（▲本欄心血鯵）   数字  9  可変  暮本的なt鯵壌日の書中を記録  

■■（詳Ilな健診）   数字  17  固定  詳細な健鯵項目のコード（JJAClO・17桁コード）を記録  項目ごとに繰り返し記録  

数字  9  可ま  詳■な♯鯵項目の蝿価をたせ  決済情報  
単価（モの他）   数字  9  可ま  その他の姓鯵（人間ドック書）の斗■をた蜂  

窓口支払金覇   数字  9  可雷  特定腱鯵の受鯵肴が窓口で支払った金舗をE錬  

二 ＝二「′・1   数字  ○  可た  当該受診寺に係る費用金線をE線  

種別   数字    固定  データ種別を記録   別表1蓼照  

代行機偶の処理縄  数字  8  固定  た蛙年月日（西翳〉を記Il  
t  返戻理由   数字  2  固定  代行也隕lこよる返戻理由コードをた錬   別衰7参照  

漢字  200  可■  代行繍爛による返戻理由書（詳細）をた録   別表7参照  

種別   数字    固定  データ種別をE録   別喪1参照  

保険者の処理結果  数字  8  固定  た最年月日（西暦）を記鑓  

遇誤返ま理由   数字  2  固定  保挨奄による遇誤返戻理由コードを記録   別嚢8参照  

漢字  200  可ま  保険寺による遇誤返戻理由零（詳細）を記録  



（2）特定健診機関等の井鮒情報ファイル（1送信あたり1ファイル）  

ファイルの記録内容   フィールド名称   モード  ■大 バイト  諾   記録内容   備考   
一二・＝仁   数字    国定  特定健診：「1Jを記録   別表3参照  

■計情報  数字  6  可変  特定健診受診者の総数を記録  

特定健診の窓口支払の金板絵計  数字  9  可壬  特定せ診受診者が窓口で支払った金麓の典計を記録  

井用の金額総計   数字  9  可変  特定触診lこ綴るt用の金額の1計を記録  

※ 西暦は数字】YmMIJDD’の形式で格納するが、入力時・出力時のみ被保険書証や受診券讐の印字を鑑み和暦（数字】GYYIJMDD’の形式）で対応することも考えられる．  

※ 氏名は全角カタカナの形式で格納するが、受診券、被保険者証及びそれらのQRコードでは半角カタカナとなるため、入力時・出力時のみ半角カタカナで対応することも考えらわ  
瀬 各ファイルはXML＃拳形式とする．本表は必須項目の一部を示したものであり．xML標準形式に整形するために必要な情報項目が追加される予定である．  
※ XMし標準形式の詳細な技術的規格はhttp：／／tokuleikenshinJP を参照のこと。   



特定保健指ヰデータの電子的交換のためのファイル仕様（案）   

1特定保健相導什鞠の交換用基本情報ファイル（1送情あたり1ファイル．）  

ルの記録内容   フィールド名称   モード  ■大 バト  データ  イ   形式   記録内容   備考   
種別   数字  ■  固定  結果送付こ返戻送付等の別を妃録   男  
送付元機関   数字  10  可変  特定焦慮指導機関書号、代行機関書号又は保険者番号を記録  男  

指導の交換用情                                送付先機関   数字  10  可変  特定保健指導機関番号、代行機関書号又は保険者番号を記録  

作成年月日   数字  8  固定  ファイルの作成年月日（西暦）を記録  

実施区分   数字    固定  特定保應欄爛：「2」を記録   別表3参照  

総ファイル数   数字  6  可変  特定保健指導情報ファイルを作成した総ファイル敷を記録  

特定保健指導情報ファイル（1保健指ヰ結よあたリ1ファイル。1送償あたり複数ファイル  

イ．ルの記録内容   フィールド名稀   モー－ド  t大 バイト  データ 形式   解説   備考   
実施区分   数字    国定  特定保健指導二「2Jを記録   別表3参照  

寺定保健指導利用 舞報  数字  8  固定  特定保健指導の実施年月日（西暦〉を記録  

実施時点   数字  ロ  固定  特定保健指導の開始時・絶7時事の別を記録   別表9参照  

特定保健指導機関寺号   数字  10  固定  特定保健指導機関書号を記録   別表2参照  

名称   漢字  40  可変  特定保健指導機関名称を記録  
寺定保健指ヰ機関 l報  郵便羊号   

英数  8  固定  特定保健指導機関の郵便番号を記録   NNN－NNNN  

所在地   漢字  80  可変  特定保健指導機関の所在地をた級  

t三吉番号   英数  15  可変  特定保健指導機関のt話手号を記録  

整理用さ号1   数字  16  固定  保険者から国に送付する  
整理用番号2   数字  16  固定  時のみ使用（検討中）  

保険者番号   数字  8  固定  特定保健指導の利用書が加入している保険者の保険者書号をE録  

被保険者証書記号   濃字又 は英■  40  可変  特定保健指導の利用者の被保険者証書た号を記録  レセt算形式と同一  

叫用善情報                                                      被保険者証等番号   漢字又 は蔓■  40  可変  特定保せ指導の利用者の被保険者証書番号を記録  レセt霊形式と同一  

氏名   全｛力 タカナ  40  可変  特定保健指キの利用者氏名を記録  

生年月日   数字  8  固定  特定保健指導の利用者の生年月日（西暦）を紀録  

男女区分   数字    固定  特定保健指導の利用者の性別を記録   別表4参照  

郵便半月   英数  8  固定  特定健診の利用者の郵便番号を記録   NNN－NNNN   

利用券整理番号   数字    固定  保険者が記厳した利用券の整理書号を記録。   別表5参照  

叫用券情報  数字  円  固定  保険者が記載した利用券の特定健診受診券壬理番号を紀録。  別表5参照  

有効期眉   数字  8  固定  利用券の有効期間（年月日（西暦））を記録  

保せ指導レベル   数字  ロ  嵐定  動機づけ支捷又は積極的支援の別事を記録  

象健持場結果情報  数字    固定  支緩形惣の別を記録  別表11蓼・芸器   
抜粋）  回数   数字  3  可変  支援回数を記録  ム別紙7－  

ポイント   数字  5  可変  支援ポイントを記録   

別表10参糾的な書    1⑥  

特
定
保
健
指
導
情
報
 
 

3 決済用情報ファイル  
（1）決済慣■ファイル（1保健相導結果あたり1ファイル。）  

7イルの記録内専   フィールド名称   モー・ド  1大 バイト  データ 艶式   解説   書考   
利用情報   実施区分   数字    固定  特定保健指導：「2Jを記録   別表3参照   

特定保健指導機関番号   数字  10  固定  特定保健指導機関寺号を記録  

焦険青書号   数字  8  固定  特定侵t指導の利用者が加入している保険者の保険者書号をた録   

被保険者虹零た号   1字又 11蔓■  40  可変  特定保健指導の利用者の被保険者旺等配号を記録  

利用者什報  
被保険書証零番号   ま事又 I士暮■  40  可変  特定保健指事の利用者の被保険者往事番号をた録  

氏名   全角力 タカナ  40  可変  特定焦せ指事の利用者氏名を記録  

生年月日   数字  8  固定  特定保健指導の利用者の生年月日（西暦〉を記録  

男女区分   数字    選定  特定保健指事の利用者の性別を記録  
郵便番号   英数  8  固定  特定健診の利用者の郵仕事号を記録   

利用券警理層号   数字  皿  固定  保険者がた粧した利用券の整理番号を記録．  

特定健診受診券整理番号   数字  皿  固定  保険者が紀♯した利用券の特定健診受診券整理事号を記録．  

利用券什報                        有効期限   数字  8  固定  利用券の有効期限（年月日（西暦））を記録  

窓口負担   
数字  ロ  固定  窓口負担の檀別を記録   特定保健指導情報と 決済情報を紐付け するための情報  
数字  6  固定  窓口負担の種別に対応した負担嶺（畢）を記録  

決済情報   
窓口支払金線   数字  9  可変  特定保健指導の利用者が窓口で支払った金鏑を記録  

兼用金額   数字  9  可変  当該利用者に係る兼用金額を記録  

種別   数字    匿定  データ種別を記録   別表1参照  

代行機関の処理緒  数字  8  同定  記録年月日（西暦）を‡己録  
兼  

返戻理由   
数字  2  国定  代行機関による返戻理由コードを記録   別表7参照  

漢字  200  可ま  代行機関による返戻理由専（詳細）を記録   別表7参照   

種別   数字    固定  データ種別を記録   別表1参照  

保険者の処理結果  
記録年月日   数字  8  固定  E己録年月日（西暦）を冨己録  

過誤返戻理由   
数字  2  固定  保険者による過誤返戻理由コードを記録   別表8参照  

漢字  200  可変  保険者による過誤返戻理由等（詳細）を記録  

（2）特定保険指導機関讐の井針情報ファイル  

ルの記録内容   フィールド名称   モ・・－ド  ■大 バイト  データ 形式   ‡己線内専   備考   
実施区分   数字    固定  特定保健指導イ2」をた録   別表3参照  

集計情報  
特定保健指導制用看の総数   数字  6  可変  特定保健指導制用者の総数を記録  

特定保健指導制円舌の悪口支払の金懇総計  数字  9  可変  特定保健指導制用舌が窓口で支払った金額の集計を記録  

兼用の金額総計   数字  9  可変  特定保健指導に係る費用の金額の集計を紀録  

※西暦は数字－YYYYMMDD’の形式で格納するが、入力軒出力時のみ被保険者証や利用券等の印字を鑑み和暦（数字“GYYMMDD’の形式）で対応することも考えられる。  
※ 氏名は全角カタカナの形式で格納するが、利用券、被保険者証及びそれらのQRコードでは半角カタカナとなるため、入力時・出力時のみ半角カタカナで対応することも考えら：  
※各ファイルはXMし標準形式とする。本妻は必須項目の一部を示したものであり、XML操車形式に整形するために必要な情報項月が追加される予定である。  
※）州し標準形式の詳細な技術的規格はhttp／ソtokuteikonshinjp上で公開される。   



別表1 種別コード  

コード名   コード   内容   備考   

特定健診概関又は特定保健指導機関から代行機関   請求  

2   代行機関から特定健診機関又は特定保健指導機関   返戻  

3   代行機関から保険者   請求  

4   保険者から代行機関   過誤請求  

種別コード   5   特定健診機関又は特定保健指導機関から保険者   

6   保険者から特定健診機関又は特定保健指導機関  
代行捜関を介しない場合  

7   保険者から保険者  

8   その他  

9   保険者から国（支払基金）   実施結果報告   

別表2 特定健診機関等の番号  

コード名   ／くイト数   内容   備考   

10  特定健診捜関番号・特定保健指導機関番号   
番号の設定については、別  
紐参照  

8   代行捜関番号  

特定健診機関等の番号  8   保険者番号  

国（支払基金）   1：国 2：支払基金  

未定  その他  

別表3 実施区分コード  

コード名   コード   内容   備考   

特定健診情報  

実施区分コード   2   特定保健指導情報  

3   国への実施結果報告  

別表4 男女区分コード  

コード名   コード   内容   備考   

男  
男女区分コード   

2   女  

別表5 受診券・利用券整理番号設定ルール  

年度番号「2桁」（西暦下2桁）＋ 種別「1桁」＋ 個人番号「8桁」  

種別番号   種別   備考   

特定健康診査  

2   特定保健指導（動機づけ支援）  

3   特定保健指導（積極的支援）  

※ 発行に当たっては、整理番号は連番とし、欠番は設定しない。  

※ 個人番号部分lこついては、保険者の実情に応じて設定できる。   

（発行場所が複数拠点の場合に、支所番号を先頭に付番する等。ただし、その場合でも連番での設定を遵守すること。）   

別表6 窓口負担コード  

コード名   コード   内容   備考   

受診者・利用者は負担なし  

2   受診者・利用者は定額負担   （単位：円）  

窓口負担コード   

3   受診者・利用者は定率負担   （単位：％）  

4   保険者が定額負担   （単位：円）  



別表7 代行機関の処理結果  

コード名   コード   内容   備考   

01  データの記録形式不備  

02  データの記録もれ  

03  健診結果データ異常  

04  契約対象外  

返戻理由コード  05  受診券・利用券の整理番号不備  

06  有効期限外  

07  窓口負担金額不備  

08  健診・指導機関からの取下げ依頼による  

09  その他   具体的内容を返戻理由2に記録   

別表8 過誤返戻理由コード  

コード名   コード   内容   備考   

01  被保険者証の記号・番号の誤り  

02  受診券・利用券の整理番号の誤り  

03  受診者・利用者氏名の誤り  

04  該当者なし  

過誤返戻理由コード  05  保険者番号と記号の不一致  

06  資格喪失後の受診   
資格喪失日・証回収日を過誤返  
戻理由2に記録  

07  重複請求   複数回健診受診等を含む  

08  健診・指導機関からの取下げ依頼による  

09  その他   
具体的内容を過誤返戻理由2に  
記録   

別表9 保健指導実施時点コード  

コード名   コード   内容   備考   

開始時  

2   終了時  
保健指導実施時点コード   

3   6カ月経過時（決済データ 要）  

4   6カ月経過時（決済データ 不要）  

別表10 保健指導レベルコード  

コード名   コード   内容   備考   

動機づけ支援  
保健指導レベルコード   

2   積極的支援  

別表11支援形態コード  

コード名   コード   内容   備考   

個別支援 A  

2   個別支援 B  

3   グループ支援  

支援形態コード   4   電話A  

5   電話B  

6   8－mailA  

7   e－m岩IilB  



別紙  

健診・指導機関番号の設定について  

1 設定方法   

①  ②  ③  

≡≡ ≡  
① 都道府県コード（2桁）  

② 機関区分コード（1桁）  

③ 機関コード（6桁）  

④ チェックデジット（モジュラス10方式）  

※都道府県コード：01～47   

機関区分コード：1 保険医療機関（医科）  

2 （現在設定なし）→1・3～0以外の健診・指導機関  

3 保険医療機関（歯科）  

4 保険調剤薬局  

5 老人保健施設  

6 訪問看護ステーション  

7 一般事業所  

8 基準該当事業所  

9 地域密着型サービス事業所  

0 地域包括支援センター  

介護保険で使用  

※チェックデジットの設定方法   

健診・指導機関番号の先頭から9桁を使用し、モジュラス10ウェイト2・1分割  

（MlOW21）方式により設定する。  

（争 チェックデジットを除いた部分の末尾桁を起点として、各数に順次2、1、2、   

1の繰り返しで乗じる。  

（∋ ①で算出した積の和を求める。（ただし、積が2桁になる場合は1桁目と2桁目   

の数字の和とする。）  

（310と②で算出した数字の下1桁の数との差を求め、これをチェックデジット   

とする。（ただし、1の位の数が0の場合はチェックデジットを0とする。）   



2 その他の留意事項  

（1）市町村等が健診・指導機関として登録する場合の健診・指導機関番号の設定方法  

①  ②  ③  

① 都道府県コード（2桁）  

② 機関区分コード：「2」  

③ 機関コード  ：「999」（自治体）＋現行市町村番号（3桁）  

④ チェックデジット（1桁）  

（2）保険者自身が健診・保健指導を行い、健診・指導結果を報告する場合の健診一指導   

機関番号の取り扱い  

以下の機関番号に統一し、識別する。  

②  ③  

① 都道府県コード（2桁）：「55」  

② 機関区分コード：「2」  

③ 機関コード  ：「111111」  

④ チェックデジット（1桁）：「1」   

ただし、他の保険者の被保険者・被扶養者に対しても健診・保健指導を行う場合は、  

健診・保健指導機関の届出（固有の健診・指導機関番号の付番）が必要。   
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保健指導情報  

初匝Ⅰ面接による支はの支捷形態  

初【司面接の実施時間  

i旧  

旧  





様式例  
（表面）   

特定健康診査受診結果通知表  

既 往 歴  

服  薬  歴  喫煙歴  

自 覚 症 状  

他 覚 症 状  

項  目  
基 準 値                日    日  

年  月  年 月   年 月  日   

身  長  （cm）  

体  重   （kg）  

身体計測  

腹  囲  （cm）  

B  M  I  

収 縮 期 血 圧（mmHg）  
血  圧 

拡 張 期 血 圧（mmHg）  

中 性 脂 肪（mg／dり  

血中脂質検査                HDL－コレステロール （mg／dt）           LDL－コレステロール（mg／dり  

G  O  T （IU／l）  

肝機能検査                    G  P  T （IU／l）  

γ －  G T P （lU／t）  

血糖検査  
空 腹 時 血 糖（mg／dl）  

「し、すrLかのエ声冒の冥施て可）  

ヘモグロビンAIc   （％）  

尿 検 査   
糖  

蛋  白  



（裏面）  

赤 血 球 数（万／mば）  

貧 血 検 査                血 色 素 量 （g／dt）  

ヘマトクリット値   （％）  

心 電 図  

検   査   
所  見  

眼 底 検 査  所  見  

メタポリッウシンドローム判定  

（備考）  

1．この用紙は、日本工業規格A列4版とすること。  
2．「性別」の欄は、該当しない文字を抹消すること。  
3．基準値を外れている場合には、「＊」を測定結果欄に記入すること。  
4．「メタポリッウシンドローム判定」の欄は、「基準該当／予備群該当／非該当」を記入すること。  

5．「医師の判断」の欄は、  
①特定健康診査の結果を踏まえた医師の所見  
②貧血検査、心電図検査及び眼底検査を実施した場合の理由   

を記入すること。   




